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概要書 
本稿は 1990 年代後半から 2009 年までの一般消費者のオンライン通販利用に対する研究
のレビューである。このレビューの意義は、わずか 10 年余りで急速に普及してきたオン
ラインショッピングの扱われ方の変化について纏めること、そして今後のオンライン通販
のあり方について考察を加えることである。インターネットの急速な普及と技術的な発達
により、オンラインを利用した購買行動(オンライン通販)も急速に普及している。オンラ
イン通販は、当初は旧来の店舗や印刷カタログなどと同列の購買チャネルの 1つとして考
えられていた。2000 年前後の研究ではオンライン通販チャネルは旧来の印刷カタログチャ
ネルに勝てるのかどうかというような内容が見られた。Spller,Lohse(1997)ではその前段
階としてダイレクトチャネル(無店舗販売）と、従来のチャネル(店舗)についての比較を
行っている。Vijayasarathy,Khalife,Frini(2000)では印刷カタログとオンラインカタロ
グの比較を行っている。この研究では、インターネットよりも印刷カタログのほうが消費
者に対する信頼性が高いと提示されている。Ward(2001)ではインターネットが実店舗や印
刷カタログを超えることが可能かどうかの研究を行っていて、オンラインショッピングと
印刷カタログショッピングの類似性を提示している。この時点ではまだオンライン通販と
いうのは単なる印刷カタログ通販の代替チャネルだと捉えられていたと考えられる。 
それぞれのチャネルはそれぞれ独立した小売業者として競合するものとして捉えられ
ていた。店舗も無く、印刷された紙ですらない新しいチャネルは、小売業にとってまだど
のように扱うべきなのか、判然としない状況であったといえる。 
オンライン通販は 90 年代後半からさかんに研究されるようになっていった。通信網が
未整備で、かつインターネット技術が未発達であり、さらに消費者側もインターネット経
験者が少なかった(かつ、インターネット経験者であっても現在ほどの利用頻度ではなか
ったであろう)。インターネットチャネルについて、信頼性やリスクの面からの否定的意
見というのも見られた。また、この頃は特に、インターネットというのは特殊な小売チャ
ネルであるという認識に立った研究も多かった。Swinyard,Smith(2003)では、インターネ
ット購買者と非購買者の比較を行っている。この 2者の違いはインターネットに関するい
くつかのライフスタイルの違いによるものだと提示されている。インターネット購買者と
いう特殊なカテゴリーを想定している。Bayus,Mason (2003)では、消費者革新性という観
点でインターネットでの購買について論じられている。 
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その後、単純なチャネル間比較だけではなく、マルチチャネルという概念での捉え方が
広がってくる。オンライン通販チャネルは単なる競合チャネルとしてだけではなく、共存
しうる、ないしは相乗効果を生む存在だということが指摘され始めたのである。この見地
での研究では、1 つの企業体が複数のチャネルを持つことの是非が論じられ、どのような
効果が期待できるのかが検証されていった。また、インターネットチャネルとはどのよう
な特性を有する媒体なのか、という研究も進められており、それは現在でも検討されてい
る。 
本稿では、オンライン通販チャネルの研究レビューを行う。 
オンライン通販研究の時系列整理を行う。これは、上述の通りインターネットの普及や
進歩がオンライン通販チャネルそのものを変化させ、他小売チャネルとの関係性も変化さ
せているということを確認する為である。 
時系列整理を踏まえた上で、実店舗や印刷カタログショップとの比較がどのように行わ
れてきたかについてまとめる。次に、消費者がなぜオンラインで購買するのか、その理由
についての整理である。実際に店舗に足を運んでの購買行動と、オンラインでの購買行動
は、「買う」というプロセス自体に大きな違いがある。どのような要素がオンラインショ
ッピングにプラスに働いているのか、またマイナスに働いているとされる要因があるので
あればそれを承知してまでなぜ消費者がオンラインで購買するのかについて考える。そし
て、オンラインショッピングと、旧来の店舗、そして印刷カタログのマルチチャネル化に
ついて纏める。マルチチャネル化が消費者のオンラインでの購買行動にどのような影響を
与えうるのか、単一チャネルしか有さない店舗と比較してどのように購買行動が異なるの
かを考える。 
最後に、これらのレビューを踏まえた上で日本のオンライン通販業界の発展のまとめと、
今後についての考察を行う。オンライン通販は国の流通や配送、法律の状況によって大き
く発展過程が異なっている。日本の事情とそれゆえの今後のあるべき方向性について実務
的な示唆を行う。 
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序章 
 
本稿は1990年代後半から現在2009年までの一般消費者のオンライン通販利用に対する
研究のレビューである。消費者行動の視点でオンライン通販の購買要因について、まとめ
て行く。 
このレビューの意義は、わずか 10 年余りで急速に普及してきたオンライン通販の扱わ
れ方の変化について纏めること、そして今後のオンライン通販のあり方について考察を加
えることである。 
 
第 1節 オンライン通販登場時の扱い 
インターネットの急速な普及と技術的な発達により、オンラインを利用した購買行動(オ
ンライン通販)も急速に普及していった。オンライン通販は、当初は旧来の店舗や印刷カタ
ログなどと同列の購買チャネルの 1 つとして考えられていた。2000 年前後の研究では、
オンライン通販チャネルは旧来の印刷カタログチャネルに勝てるのかどうかというような
内容が見られた。Spller,Lohse(1997)ではその前段階としてダイレクトチャネル(無店舗）
と 、 従 来 の チ ャ ネ ル ( 店 舗 ) に つ い て の 比 較 を 行 っ て い る 。
Vijayasarathy,Khalife,Frini(2000)ではプリントカタログとインターネットカタログの比
較を行っている。この研究では、インターネットよりも印刷カタログのほうが消費者に対
する信頼性が高いと提示されている。Ward(2001)ではインターネットが実店舗や印刷カタ
ログを超えることが可能かどうかの研究を行っていて、オンライン通販と印刷カタログシ
ョッピングの類似性を提示している。この時点ではまだインターネットというのは単なる
印刷カタログの代替チャネルだと捉えられていたと考えられる。 
店舗も無く、印刷された紙ですらない新しいチャネル＝オンライン通販は、小売業にと
ってまだどのように扱うべきなのか、判然としない状況であったといえる。 
オンライン通販は90年代後半から2000年にかかる頃からにからさかんに研究されるよ
うになっていった。通信網が未整備で、かつインターネット技術が未発達であり、さらに
消費者側もインターネット経験者が少なかった状況では特にインターネットチャネルにつ
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いて、信頼性やリスクの面からの否定的意見というのも見られた。かつ、インターネット
経験者であっても2009年現在ほどの利用頻度ではなかったと推測される。この頃は特に、
インターネットというのは特殊なチャネルであるという認識に立った研究も多かった。
Swinyard,Smith(2003)では、インターネット購買者と非購買者の比較を行っている。この
2 者の違いはインターネットに関するいくつかのライフスタイルの違いによるものだと提
示されている。インターネット購買者という特殊なカテゴリーを想定している。
Bayus,Mason (2003)では、消費者革新性という観点でインターネットでの購買について論
じられている。革新的な購買行動を行う消費者を中心として利用される、消費者全体から
見ればごく小数の人間に好まれるチャネルだという提示であった。 
その後、2005 年あたりから単純なチャネル間比較だけではなく、マルチチャネルという
概念での捉え方が広がってくる。オンライン通販チャネルは小売業界内の単なる競合チャ
ネルとしてだけではなく、共存しうる、ないしは相乗効果を生む存在だということが指摘
され始めたのである。 
 この見地での研究では、1 つの企業が複数のチャネルを持つことの是非が論じられ、ど
のような効果が期待できるのかが検証されていった。 
 
第 2節 オンライン購買要因の研究 
第1項 オンライン購買要因研究での提示項目 
また、インターネットチャネルとはどのような特性を有するチャネルなのか、オンライ
ン通販の購買特性要因は何なのかという研究も進められており、それは現在でも検討され
ている。詳しくは後述するが、例えばチャネル選好、参照行動、信頼性、消費環境、満足
度、利便性、製品タイプ、商品価格、取引コスト、ネット経験、消費者の属性、製品情報、
製品価値・・などの要素が挙げられる。この中にはインターネットチャネルオリジナルで
はない特性もある。例えば、商品を確かめる前に購買決定を行う印刷カタログ通販と共通
する購買要因もある。 
インターネットチャネル独自の特性としては、情報検索性が挙げられる。Anna Lund 
Jepsen(2007)は低検索コスト知覚や情報入手可能性知覚によって、インターネットでの検
索行動がプラスに働いているとされる。インターネットを利用することによって他の店＝
オンライン通販ショップとの比較が多くなされるようになってきているということである。
もちろん、同じオンライン通販ショップ内での商品検索行われているだろう。しかしそれ
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以上にオンライン通販チャネルを多くの小売業者が使うようになったことにより、結果と
して小売業者間の比較が非常に容易になったのである。情報検索コストという観点から、
これらのことは検討されている。日本のインターネットで例示すると価格.com のような、
第 3者による比較の場の提供ということも、インターネットの普及によって可能になった。
このことは、小売チャネルの立ち位置に大きく影響をしていると考えられる。インターネ
ットはその名のとおり「ネットワーク」であり、あるオンライン通販サイトが独立した形
で顧客の前に立ち現れるという訳ではない。実店舗であれば消費者が店から店へ移動する
のに物理的にある程度の時間を要するが、(歩いたり、何らかの移動手段を使って次の店を
訪れる必要がある）、インターネット上では顧客は瞬間的に店から店への移動をすることが
できる。顧客はより魅力的な店を見つけたら移動に掛かるコストを考慮することなくさっ
さとどこかへ行ってしまうのである。 
 
第 2項 本研究の進め方 
本稿では、時系列を踏まえた、消費者のオンライン通販チャネル購買決定要因について
の研究レビューを行う。 
まず、オンライン通販研究の時系列整理を行う。これは、上述の通りインターネットの
普及や進歩がオンライン通販チャネルそのものを変化させ、他小売チャネルとの関係性も
変化させているということを確認する為である。消費者の購買要因についての実証研究を
ピックアップし、研究の問題意識とその結果について、纏めていく。 
時系列整理を踏まえた上で、実店舗や印刷カタログショップとの比較がどのように行わ
れてきたかについて言及する。小売形態は実態店舗を有しているか、それとも無店舗販売
であるかという 2 形態に大別されている。このため、オンライン通販出現直後は「無店舗」
販売である印刷カタログショッピングとの単純な比較が多かった。しかし、オンライン通
販が普及するにつれ、小売業全体との関連性を指摘する内容が増加していった。インター
ネットショップというのは、小売業全体のあり方を変え得る存在だという認識に変って行
ったのである。 
次になぜ消費者がオンラインで購買するのか、その理由についての整理である。実際に
店舗に足を運んでの購買行動と、オンラインでの購買行動は、「買う」というプロセス自体
に大きな違いがある(オンライン通販と印刷カタログショッピングはその点では似ている
点も多い)。どのような要素がオンライン通販にプラスに働いているのか、またマイナスに
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働いているとされる要因があるのであればそれを承知してまでなぜ消費者がオンラインで
購買するのかについて考える。 
その後、オンライン通販と、旧来の店舗、そして印刷カタログのマルチチャネル化につ
いて纏める。マルチチャネル化が消費者のオンラインでの購買行動にどのような影響を与
えうるのか、単一チャネルしか有さない店舗と比較してどのように購買行動が異なるのか
を纏める。 
最後に、日本のオンライン通販についての検討をこれらのレビューを踏まえて行う。日
本でオンライン通販が開始された当時、無店舗販売の主力はいわゆる総合通販と呼ばれる
カタログ通信販売会社であった。印刷カタログ通販会社のインターネット導入と、非印刷
カタログ通販会社(楽天株式会社、Amazon.com など)の発展を踏まえた上で実務的な面で
の示唆を提示したい。 
 
第 2章 研究のきっかけ 
 
私は 2001 年 4 月より 2008 年 3 月までの 7 年間、株式会社ニッセンという印刷カタロ
グ通販会社に勤務していた。ニッセンは 1970 年設立の通信販売会社で、アパレルから生
活雑貨、家具までを扱ういわゆる総合通販と呼ばれる販売業態である。総合通販としては
株式会社株式会社千趣会に次ぐ売上高で、日本の大手通販の 1 つに数えられている。 
私は入社後 1 年間コールセンターでの顧客対応、センター内のフロア運営(スーパーバイ
ザー、いわゆる SV)に従事し、翌年 2002 年より京都本社にて商品企画業務に携わること
となった。退社までの 6 年間をマーチャンダイザー(MD)として、商品の企画立案、商品選
定、カタログ構成などを行いながらカタログ通信販売業務に従事した。 
私が通信販売業務に従事していた 2001 年からの 7 年というのは、日本のインターネッ
トショップに於いて、非常にめまぐるしい変化があった 7 年であった。ニッセンは日本の
総合通信販売業の中では比較的インターネットへの指向を早く打ち出し、アメリカを中心
としたインターネット事情を研究しながら、他社総合通販に先駆けてオンラインチャネル
の充実を図っていっていた。 
1996年秋、ニッセンは在庫処分を目的としたインターネットサイトを立ち上げた。その
後紙媒体のカタログ商品をすべて掲載するサイトを立ち上げ、2000年にはインターネット
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経由の売り上げが 78 億円となっている。2001 年には第 5 回目日本オンライン通販大賞を
受賞している。さらに、ここからの進化はめまぐるしく、当初ごくごくシンプルでなおか
つ使いづらく、制限事項もたくさんあったニッセンのウエブサイトは、見違えるような作
りに変化していた。掲載商品やコンテンツの入れ替わりスピードも革新的な改善がなされ、
それ以上にインターネットという仕組みそのものを理解しながら、いかに顧客を呼び込ん
でいかなければならないかという研究も進められていっていた。 
しかし、これは他社(例えば株式会社千趣会)にも言えることではあるが、日本の総合通
販会社はインターネットチャネルを「カタログの代替品」という位置づけで考えていたの
である。これは、株式会社千趣会を先鞭に株式会社ニッセン、株式会社セシール、株式会
社ベルーナなどが「デジタルカタログ」と称するページをウエブ上に展開して行ったこと
からも推測が出来る。デジタルカタログとは、今まで製本して紙媒体として配布していた
カタログをそのまま(あるいは、若干の機能を加えて)の体裁で掲載し、インターネットの
上でカタログをめくる感覚でショッピングを可能にしたものである。紙媒体とインターネ
ット媒体の中間のような存在である。紙媒体に慣れた読者にとっては、紙媒体では出来な
かった「目的のページへ一気にジャンプ」「クリックするだけで買い物籠に入る(面倒な注
文番号入力が不要)」「拡大・縮小の自由」などの機能が付加されており、なおかつインタ
ーネット環境下であれば 24 時間いつでも(メンテナンス時間を除けば)注文が可能だとあ
って、非常に便利なツールだといえる。大手通信販売会社はこの体裁を採用している会社
が多い。 
また、このデジタルカタログの体裁は業者にとっても都合の良いものであった。印刷カ
タログ同様に注文が期待通りに入ってくるかどうかは別として、カタログを印刷するコス
トに比べたら圧倒的に安上がりな媒体だったからである。見込み客にはきちんと印刷カタ
ログを送付するが、そうではない顧客に対しても印刷カタログと同等の内容の情報を提供
することが可能になった。 
このように、オンラインと印刷カタログの仕組みを混在させた形で売上を獲得していく
ことになったため、カタログ通信販売会社の売上内訳にはインターネットチャネルでの売
上を説明するのに「真水」という言葉がしばしば登場することになる。真水とは、印刷し
たカタログを経由しないで直接インターネットで購買行動を行った結果の売上のことであ
る。印刷カタログのリソースをインターネットに転用しながら売上を作っているもの＝真
のインターネット売上ではない、という考えからこのような言葉が生まれた。印刷カタロ
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グを見てインターネットで注文した顧客というのは、完全には「インターネットチャネル
利用顧客」ではないということである。印刷カタログとインターネットチャネルが混在す
る、カタログ通信販売会社のインターネットサイト独特の現象である。インターネットチ
ャネルに力を入れているということを言っている手前、「真水」はどんどん増えていったほ
うが良い。現に、ニッセンでは以下のような割合で「真水」が増えていっている。 
＜図＞1 の「ネット限定」がいわゆる「真水」である。「カタログ」は、カタログをめく
って商品購入を決定し、その後インターネット経由で注文を行った割合、「コンテンツ」は
前掲のデジタルカタログや、その他インターネットショップ内の販売ページを見て、そこ
から買い物かごに入れて注文を行った割合である。 
現状のところ、まだまだ「真水」の割合は非常に少ない。ここで注目すべきは「コンテ
ンツ」の割合である。コンテンツ注文は 2007 年時点で 270 億円を占めている。これは、
印刷カタログとインターネットショップのマルチチャネル的な組み合わせによって得られ
た売上だといえる。カタログだけでも、インターネットだけでも得られない売上であり、
これは印刷カタログ通販会社がインターネットに参入した場合の優位性となっているとも
いえる。 
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＜図＞１ ニッセンのインターネット経由の売上内訳 
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図の解説： 
コンテンツ、とは紙のカタログに掲載した商品をインターネット用に再編集して掲載したもの。
顧客が注文時に打ち込む注文番号でカタログを見て注文をしたのかインターネットを見て注文をし
たのかが判別できる。2008 年度は発表の内訳が変更になったため「真水」の割合が公表されていな
い。しかし、印刷カタログ経由 177 億円、インターネット経由 401 億円ということでインターネッ
ト経由(コンテンツ+オンライン限定商品）の売上が伸びていることはわかる。 
http：//www.ニッセン-hd.co.jp/ir/pdf/company/IR_08_02_05_1.pdf 
http://www.nissen-hd.co.jp/ir/pdf/company/IR_09_02_06_2_2.pdf 
 
 
ところが、従来からある通信販売会社には出来得ないことをする企業が登場し始めたの
である。「カタログ」に頼らない、インターネットチャネルのみを利用した新形態の通信販
売会社である。代表的なところでは、楽天株式会社、Amazon.com が挙げられる。印刷「カ
タログ」と、楽天株式会社や Amazon.com の「インターネットショップ」を比較すればわ
かるのだが、印刷「カタログ」というのはただ商品を印刷しただけでは完結しない。ペー
ジ構成をどう行って、どのような紙を使用して、どのようなカタログレイアウトにして、
またなおかつその写真は非常に魅力的なもので無ければならない。それに比して、楽天株
式会社や Amazon.com のショップというのは必ずしも写真やレイアウトの魅力で売上を
上げているわけではない。むしろそれ以外の要素(インターネット関連の技術的な対策、メ
ルマガの効果的な発行、ウエブページでの「言葉」による魅力訴求など)が大きな比重を占
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めている。考え方自体が根本的に違うのである。カタログというリソースあってこそのオ
ンライン通販が展開可能な会社と、インターネット専業社というのは同じようにオンライ
ン通販を行っていても全く違う存在である。また、印刷カタログには物理的な「大きさ」
「ページ」の制限があるが、それすらも無い。極端な話、サーバーを増強さえすればよい
のである。印刷カタログを中心としていた通販会社は、インターネットによって拡大こそ
すれ、それ以上に楽天株式会社や Amazon.com の新規参入業者に取って代わられる脅威に
晒されている。 
私はあるときから、大手通販会社が「カタログ」にどこまでもこだわり続ける態度に疑
問を持つようになった。もちろん、無店舗販売業者として日本におけるオンライン通販開
始の早期段階でインターネットチャネルに参入して先行者優位性を持っており、ある程度
のシェアは獲得できている。しかし、カタログベースのインターネットビジネスモデルで
はそもそもインターネットベースでのビジネスモデルには打ち勝つことが出来ないのでは
ないだろうか。 
このような疑問から、私はオンライン通販での消費者の購買行動に興味を持つようにな
った。なぜ、消費者はオンラインで買うのか(あるいはそうではないのか)、この点につい
て明らかにしたいと考えたのである。 
今回実証実験ではなくレビューを選んだのには理由がある。説明するまでも無く、イン
ターネットの技術の発達は著しく、また、各家庭へのインターネット普及というのも 90
年代後半(や、私が株式会社ニッセンに入社した 2001 年ごろ)と比較したら全く別物といっ
て良い。加えて、本稿では触れないが、携帯電話のインターネット技術も大きく普及して、
モバイルまで含めたインターネット環境というのはこの 10 年余りの変化によって、同じ
「インターネット環境」として比較するには余りに違いすぎるのである。この為、現時点
で 1 点に絞った実証研究を行うことよりも、インターネットチャネルの系譜を時系列でた
どりながら、オンライン通販における消費者の購買行動がどのように論じられてきたのか
を包括的にレビューすることが今後のインターネットチャネルに対する展望を確認できる
のではないかと考えたからである。 
以上が、私が本稿における研究を行おうと考えた端緒となった。 
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第 3章 本研究の意義～「オンライン通販の周辺環境の急激な発展」
と「オンライン通販チャネル利用を前提としたマルチチャネル化の進行」 
  
オンライン通販について、とりわけ本稿のテーマでもある「なぜオンライン通販チャネ
ルで購買するのか？」というテーマは、オンライン通販チャネルが出現して以降多数取り
上げられてきている。なぜ、あえて取り上げる必要があるかについて、上記の2つのキー
ワードが考えられるからである。インターネット環境はこの10数年で急激に発達してきた。
このことは、インターネットを使用したチャネル＝オンライン通販チャネルにも当然影響
がある。90 年代のオンライン通販のホームページと、現在 2009 年のホームページとでは
「何もかもが違う」と表現しても過言ではないくらい、異なっている。 
このような環境変化に伴って、オンライン通販チャネル研究の内容も変化をしている。
問題意識そのものの変化が著しい。例えば、Swaminathan, V., Lepkowska-White, E., Rao, 
B.P.(1999)では研究のきっかけとして「取引窓口としてのインターネットの出現」を挙げ
ている。インターネット購買ありきではなく、インターネットで購買というチャネルが出
来たこと自体への関心から研究が行われている。このような問題意識での研究は最近では
見当たらないインターネットが取引窓口として利用可能な媒体であるということは自明で
ある。 
他方では、インターネット環境の変化に関らず変化を伴わない項目もある。無店舗販売
に起因する要因(例えば物を直接見ることが出来ないリスク、商品がすぐに届かないという
こと、そもそも商品が届かないかもしれないという信頼性のリスクなど)は、環境の変化に
よって若干の評価変更はあるが、現在のオンライン通販研究でも検討すべき項目であると
いえる。 
これらの項目を時系列で整理し、レビューすることで、オンライン通販研究において現
在何をすべきで、何をすべきでないか、また今後どのようなことを検討していくべきなの
かを明らかにすることができるのではないかと考えた。 
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第4章 今研究における小売チャネルの定義 
 本研究では、インターネットを使用したオンライン通販の分析を行う。その前段階とし
て、小売チャネルについてどのように捉えるのかの整理をする。 
 
第 1節 検討対象について 
今回小売チャネルとして検討を行うのは以下とする。 
１．企業から消費者へ向けた業態(BtoC) 
２．実際に店舗を有している／いない(無店舗)両方の形態 
  (無店舗の場合、印刷カタログ[ダイレクトメール(以下 DM)含む)とインターネットを
使ったオンライン通販) 
小売チャネルとは、企業から消費者へ向けた販売窓口にあたるもの、すなわち「店」で
ある。しかし、通信販売と呼ばれるものは基本的に実態としての「店」を持たない。それ
ゆえ、無店舗という呼称がついている。また、これらの無店舗販売というのは企業が直接
販売を行うため、ダイレクトチャネルとも呼ばれている。 
 本稿では、BtoC のチャネルを小売チャネルとし、なおかつ対象とするものは有店舗(い
わゆる一般的な「店」)／無店舗両方であり、無店舗の中ではインターネットを利用したオ
ンライン通販通信販売(以下オンライン通販)と、印刷された実態のあるカタログを利用し
たカタログ通信販売(以下印刷カタログ通販)とする 
 
第 2節 本稿における呼称の統一について 
 小売チャネルのそれぞれの業態の呼称は時々によって異なっている。論文毎にも若干異
なった表現で提示されている。本文中では特に支障がない場合は以下のように統一したい。
また、通信販売という名称についても、一般的に用いられている通販という呼称で統一し
たい。 
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＜表＞１ 実店舗と無店舗の分類 
大分類 中分類 定義 
実店舗  実際に物理的な店舗を構えて対人接客をしながら販売を行う
形態 
 物理的な店舗を構えずに販売を行う形態 
印刷カタログ通販 紙に印刷された冊子やダイレクトメールを利用して商品を案
内し、顧客から注文を受け販売を行う形態 
※受注方法は多岐であり、電話、葉書、FAX、インターネット
などがある。インターネットを利用すると言う意味ではオンラ
イン通販との境界があいまいであるが、ここではオンライン通
販というのは以下にあるとおり、商品検索から注文までインタ
ーネット内で完結しているタイプのチャネルを指すことにす
る。 
オンライン通販 パソコンや携帯電話のインターネット機能を利用して商品検
索から購買まで完結することができる販売形態 
無店舗 
その他 上記2つに当てはまらないもの、テレビ通販ショッピング、ラ
ジオ通販など 
 
 
第3節オンライン通販の分類 
 研究のきっかけでも触れたが、たとえば日本の例で述べると株式会社ニッセンのような
印刷カタログ通販業者がオンライン通販に参入したり、楽天株式会社やAmazon.comのよう
なオンライン専業通販が存在したり、さらには実店舗業者や製造卸売業者が参入したりと
いうことで、オンライン通販に参入する業者のバックグラウンドはさまざまである。Vliet 
and Pota(2000)ではインターネット上におけるオンライン通販業者の分類を行っている。5
種類に分類され、それはそれぞれのオンライン通販の背景となるリソースによって定義さ
れている。 
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＜表＞２ オンライン通販業者の参入背景別分類 
分類 定義 
インターネット専業業者 インターネット以外に販売チャネルを持たない業者 
店舗ベース業者 旧来型の小売店舗やチェーン店を流通チャネルとして有する小売
業者 
カタログ業者 製品カタログを使って手紙や電話で商品を販売する小売業者 
店舗・カタログ併用業者 旧来型の小売店舗、手紙、電話その他を使用する小売業者 
製造・卸売業者 限定された製品販売をしている製造業ないしは卸売業者 
オンライン通販の分類 Vliet and Pota(2000)より小松改 
  
 
 インターネットでの小売業に参入する企業は、多様なバックグラウンドを持っていた。
つまり、同じようにパソコンの画面上で「インターネットショップ」という現れ方をして
いたとしても、マーケティング手法の得意・不得意、オペレーションの得意・不得意が企
業によって明らかに異なっていると指摘されている。 
今回、オンライン通販の時系列整理を行うにあたってこの点は考慮に入れておくべきだ
と考えた。今でこそ各社にはオンライン通販のノウハウ蓄積があるだろうし、新規参入で
あったとしても、参考にすべき手法を見つけることが可能であろう。参入業者はそれぞれ
のリソースや得意不得意によってオンライン通販というものに対する戦略が大きく異なっ
ていたと考えられる。また、顧客への様々なアプローチやそのためのバックグラウンドに
あるもの、例えばフルフィルメント設備やトラブル時の顧客対応など、インターネットの
画面上からはすぐには見えてこないものこれらの実力の差異というのは大きかったことが
推測される。(インターネット専業業者にはリソースというものはその時点ではなかったか
もしれない、しかし逆に他チャネルにはない「設備投資の軽微さ」という非常な優位性が
あったはずである) 
 
オンライン通販分類の補足：ダイレクトマーケティングの定義 
 無店舗販売業態はダイレクトマーケティングという括りで定義されることがある。中澤
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(2005)によると、ダイレクトマーケティングとは時代や立場によって定義が異なるとされ
ており、かつては単純に販売方法そのものを指す概念としてもこの言葉は利用されていた
為である。現在でもそのようにダイレクトマーケティング＝無店舗販売という定義で使用
する場面が散見される。そえゆえ今回オンライン通販研究に当たってダイレクトマーケテ
ィングの定義にも触れておきたい。以下、中澤によるダイレクトマーケティングの定義の
時系列変化の分析である。 
 かつては販売方法そのもののみを指す概念であった。その後、80年代後半以降 
「1 つあるいは複数の広告メディアを使い、いろいろな場所で測定できるレスポンスおよ
び／またはアクションを発生させる、相互作用を持ったマーケティングのシステム」 
これはBob Stoneによる定義であるが、さらに90年代にはそこに「この活動がデータベー
スに蓄積される」という定義が加わる。 
 また、DMA(Direct Marketing Association)の提唱する定義は 
「”注文(ダイレクトオーダー)”というかたち、”より詳細な資料・情報の請求(リードジ
ェネレーション)”というかたち、および／または”特定の物品やサービスの購入のために
店舗その他の取引場所に足を運ぶ(トラフィックジェネレーション)”というかたちでのレ
スポンスを発生させるために設計された、個人消費者または個別企業に対する直接のコミ
ュニケーション」であり、これはコミュニケーションの観点からの定義となっている。(以
上、中澤(2005)) 
つまり、ダイレクトマーケティングという概念自体が、実態面、理論面、機能面という
視点の異なる部分から捉えることによってそれぞれ定義が異なっているというのが現状で
ある。 
 今回、本稿ではダイレクトチャネル、中でもオンライン通販について検討を行うわけだ
が、ダイレクトマーケティングの定義自体が時代や状況によって異なるという点はふまえ
ておきたい。というのも、オンライン通販というチャネル形態のみに着目しただけでも、
システムやサービス、ウエブ画面などがわずか10数年で大きく変遷している。もちろん技
術面でも進化している。ブラウザ1つ取っても、代表格であるインターネットエクスプロ
ーラーの最新バージョンはすでに8である。つまり、ダイレクトマーケティングに関わる
チャネルというのは、ある一定の状態が続いているわけではなく、そこがいわゆる「実店
舗」とは異なるともいえる。(もっとも、実店舗にしてもさまざまな業態が次々に新しく生
まれるわけで、そもそも小売という業態自体が時代の状況によってあっけなく変化をして
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いく存在であるとも言える。) 
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第 5 章 オンライン通販チャネルの市場規模の
急速な拡大と普及の概要 
 
第1節 無店舗販売としてのオンライン通販 
 オンライン通販チャネルの歴史が始まる前段階として、すでに無店舗販売という形式が
あった。紙やテレビその他媒体による通販である。無店舗販売の形態の一つとしてオンラ
イン通販が定義されている。オンライン通販の萌芽期には印刷カタログショッピングとの
比較研究が多く見られた。 
 
第2節 オンライン通販チャネルの歴史 
1項 アメリカ合衆国におけるオンライン通販 
本稿のレビューの中心はアメリカのオンライン通販である。Van Vliet, P.J.A., Pota, 
D.(1998)によるとアメリカ合衆国(以下アメリカ)におけるオンライン通販の歴史は1994
年頃から開始されだしたとされている。例えば、かのAmazon.comは 1995年 7月にオンラ
イン通販を開始している。その当時は書籍のみの販売であった。また、アメリカにおける
オンライン通販普及の鍵となったのが1998年のInternet Tax Freedom Act.であった。イ
ンターネット取引を課税免税対象にするというものである。加えて環境面では1999年頃に
はパソコン所有者の約90％がオンライン環境を利用できるようになった。これらをきっか
けに、アメリカでのオンライン通販は急激な成長を遂げて行く。 
 
2項 日本におけるオンライン通販 
日本のオンライン通販も急激な発展を遂げている。無店舗販売全体では2008年で日本通
信販売協会(JADMA)推計4兆 1,400億円規模の市場である。2007年比でも2,600億円の増
加であり小売業の中で成長をし続けている数少ない業態となっている。参考までに、JADMA
会員社のオンライン通販の売上割合は20.2％である。(楽天株式会社やAmazon.comは会員
社ではない。) 
今や日本のオンライン通販チャネルの最大手である楽天株式会社(注：楽天株式会社自体
はあくまで窓口であり、手数料ビジネスを行っている媒体である。この為楽天株式会社と
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いう会社自体は通販企業の中での売上高は比較的低い)は1997年にごくごくわずかな商品
で販売を開始したのだという。 
 
3項 その他諸国のオンライン通販 
また、アメリカや日本のように印刷カタログという無店舗販売形態の発達が見られない
まま、いきなりオンライン通販チャネルの普及が始まった国も少なくない。特に配達網が
未発達だった発展途上国ではその傾向が見られる。例えば、中国では印刷カタログショッ
ピングの発達以前にオンライン通販チャネルが普及することとなった。 
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第6章 オンライン通販研究の時系列整理 
第1節 オンライン通販を時系列整理することの意義 
1項 オンライン研究の問題意識の変化 
 インターネット網の普及や、インターネットの技術的側面の急速な発展により、オンラ
インで何かを行うという行為は今や当たり前の光景となっている。90年代以降、オンライ
ンでの購買(オンライン通販)は急速な普及を遂げて来た。オンライン通販が始まったばか
りの頃、その当時はそもそもインターネットユーザーも少なく、また、技術が未発達な為
にインターネットチャネルの店舗というのはあまり魅力的なものではなかった(Spiller, 
P., Lohse, G.L.1997)。その時点で「なぜオンライン通販で買うのか」というテーマを検
討するということは、オンライン通販顧客の特殊性を検討する意識があった。 
Vijayasarathy, L.R., Jones, J.M.(2000)では複雑な購買過程がオンライン通販での購
買を妨げていると指摘している。しかし、これらはオンライン通販小売業者の試行錯誤や、
インターネット技術の発達によって現在(2009年)ではかなりの部分で解決がされてきて
いる課題である。つまり、「なぜオンライン通販で買い物を行うのか」という問いに対して
の答えは90年代と2009年現在では大きく異なっていると考えるのが自然である。 
時系列で整理を行うことによって、インターネット普及やオンライン通販小売業者の経
験値、そして一般消費者の「インターネットへの慣れ」などによってオンライン通販がど
のように変容していったのか、また未だに実店舗と比較して異なっている点はどこにある
のか、ということを明確にするのがオンライン通販研究の時系列整理の意義である。 
 
2項 オンライン通販研究の前段階 
オンライン通販研究は90年代後半から急速に進んできた研究であるが、無店舗販売研究
そのものは印刷カタログ通販やダイレクトメール(DM)を中心とした媒体での通信販売とし
て研究がなされてきた。 
参考までに、オンラインで情報を整理して検索しようという考え方は、当初図書館の蔵
書検索から始まっている。Online Catalog というキーワードでの研究は 1980 年代初頭に
すでに登場している(Borgman, C.L.1996他)が、これは図書検索の「オンラインカタログ」
についての論述である。一見関係のない研究テーマではあるが、これらの研究において、
オンラインのデータベースが提示するパソコン画面上の情報と人間の情報検索行動との間
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に差異がある場合に「オンラインカタログが使いにくい」と感じられるということが提示
されているのは、後のオンライン通販研究と通じる。 
 
第 2節 オンライン通販研究 
オンライン通販研究が始まるのは上述のとおり1990年代も後半になってからである。論
文検索サイト Scopus(http：//www.scopus.com)で E-commerce というキーワードで検索を
行うと、以下のように1998年以降2000年代初頭に研究が急速に盛んになっていることが
わかる。 
＜表＞３ “E-commerce”キーワードの検索結果 
年 件数 
1998 9 
1999 34 
2000 167 
2001 980 
小松調べ(2009年 12月) 
注：キーワード“E-commerce”Scopusで検索可能なオールジャンルで検索 
Scopus(http://www.scopus.com) 
 
1項 オンライン通販研究～初期 
オンライン通販が登場した当初、オンライン通販への参入がどのように行われているの
かの分類・整理が行われている(Spiller, P., Lohse, G.L.1997、Van Vliet, P.J.A., Pota, 
D.2001)。Spiller, P., Lohse, G.L.(1997)では1996年におけるアメリカのインターネッ
ト上のアパレルオンライン通販についてクラスター分析により5つの分類を提示している。
この分類は取扱製品量、情報量、画面デザイン、ページの大きさ(長さ)、画像サイズとナ
ビゲーション能力である。また、Van Vliet, P.J.A., Pota, D.(2001)に於いては前章で紹
介したとおり、オンライン通販参入企業のバックグラウンドとその違いによるリソースと
競争優位性がどこにあるのか(また、競争優位性が無い部分がどこにあるのか)を提示して
いる。 
これらの分類・整理によってオンライン通販がどのような体裁をした、どのようなプレ
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イヤーによる市場であるのかというアウトラインが提示された。 
 
2項 オンライン通販研究～プロセス研究と購買要因研究 
オンライン通販における購入要因、意思決定が行われるまでのプロセスについては以下
のような提示がなされている。 
オンライン通販での購買要因について、Perea, Y. Monsuwé, T., Dellaert, B.G.C., De 
Ruyter, K.(2004)、Chang, M.K., Cheung, W., Lai, V.S.(2005)、Cheung, C.M.K., Chan, 
G.W.W., Limayem, M.(2005)らが先行研究レビューを行っている。このレビューの動機とし
て、オンライン通販研究が始まって以来、それぞれがばらばらに実証研究を重ねてきてし
まったためにコンテクストとしての購買要因研究というのがなされていないということが
挙げられている。 
Cheung, C.M.K., Chan, G.W.W., Limayem, M.(2005)のまとめによると、5つの重要要因
についての関係性の提示が行われている。提示モデルは5つの重要要因(消費者特性、環境
の影響、製品／サービス特性、媒体特性、小売と媒介特性)がどのように意図、採用、リピ
ート購入に関係するのかというモデルである。また、先行研究では消費者行動論をベース
に展開された実証研究が中心で、この為無店舗販売における重要な要素であるリピート購
買についての研究が少ないという指摘もされている(消費者行動論ベースの研究が重要で
ないという意味ではない)。 
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＜表＞４ オンライン通販分類 
著者 
掲載
年 
内容 
Spiller, P., 
Lohse, G.L. 
1997 
ネットストアの分類を実際のサイトを検索し、分類を行った。 
検索サイトを使ってピックアップしたアパレルサイトの1997年時点
での現状分析である。 
取扱製品の量、情報量、インターフェイスデザイン、ページの大きさ
(長さ)、画像サイズとナビゲーション能力の5クラスターが提示され
た。 
サイトについては、技術的に追いついていない(から使いにくさがあ
る)という指摘がされている。 
Van Vliet, 
P.J.A., Pota, D.
2001 
オンライン企業の開設母体による分類を行った研究である。 
それぞれのベースが異なるため、競争優位性が異なっているという点
を指摘している。 
＜インターネット専業業者 ＞ 
＜店舗ベース業者 ＞ 
＜カタログ業者＞ 
＜店舗・カタログ併用業者＞ 
＜製造・卸売業者 ＞ 
詳しくは＜表＞１参照のこと。 
  
 
 
 
 20
＜表＞５ オンライン通販レビュー研究 
著者 
掲載
年 
内容 
Borgman, C.L.  1996 
図書館の「オンラインカタログ」について、なぜオンラインカタログ
はいまだに使いにくいのかについてのレビュー研究を行っている。 
オンラインカタログの構造と人間の参照行動の齟齬がそれを生み出
していて、カードカタログのモデルをオンラインカタログは取り入れ
るべきであるという指摘がされている。 
Perea, Y. 
Monsuwé , T., 
Dellaert, B.G.C., 
De Ruyter, K. 
2004 
なぜ消費者はインターネットで購入するのか、消費者購買行動観点で
のレビュー研究を行っている。 
この論文ではテクノロジー受容モデルをベースに検討されている。 
今研究では利便性や使いやすさ、快楽性だけではなく消費者特性、シ
チュエーション要因、製品特性、オンラインショッピングの経験、そ
して信頼性という項目がインターネットでの購買要因として提示さ
れた。 
Chang, M.K., 
Cheung, W., Lai, 
V.S. 
2005 
オンライン通販を消費者がどのように選択するのか、レビュー研究を
行っている。 
パターン分類を行い、オンライン通販の研究の評価を行った。オンラ
インショッピングに対して重要なファクターを特定してオンライン
ショッピングに重要な事柄が何なのかを参照できるようにした。実証
研究を行っているものをピックアップし、オンラインショッピング採
択、考慮態度、意思ないしは実際の購買についての調査であることを
基準にピックアップしてレビューを行った。 
Cheung, C.M.K., 
Chan, G.W.W., 
Limayem, M. 
2005 
オンライン消費者行動の実証実験のレビューを行っている。 
オンライン通販研究が始まって以来数年が経過した時点で、それまで
の300以上の実験結果のコンテクストを纏めたものである。 
今研究で提示されているものとして、意図、採用、リピート購入の影
響というのは非常に重要なものであるということがある。多くの研究
は消費者行動論からの展開によるものであった。その中ではリピート
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購入についての注目度が低かった。レビューではフレームワークの統
合を提示し、提示モデルは5つの重要要因(消費者特性、環境の影響、
製品／サービス特性、媒体特性、小売と媒介特性)がどのように意図、
採用、リピート購入に関係するのかというモデルである。 
また、消費者行動論的な視点も重要であるということも提示された。
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第 7 章 オンライン通販研究の比較対象～印刷カタ
ログ、実店舗 
 
第 1節 オンライン通販研究における比較対象 
1項 概略 
 小売チャネル研究において、オンライン通販チャネルは他の小売チャネルと比較をされ
てきている。主なものは印刷カタログと実店舗である。オンライン通販出現当時は、前章
で述べたとおり、無店舗販売の中でも印刷カタログの競合としての印象が大きく、比較対
象も印刷カタログである事が多かった。 
 
2 項 オンライン通販普及期の分類研究 
前掲のVliet and Pota(2000)ではインターネット上におけるオンライン通販業者の分類
を行っている。また、定義を行うだけでなく、それぞれのバックグラウンドに起因する競
争優位性と懸念事項についても指摘をしている。＜表＞６ 
オンライン通販は当初独立したチャネルとしてのみ検討され、複合したチャネル(マルチ
チャネル)での戦略についての研究が行われるのはオンライン通販研究が始まってから数
年後のことである。しかしながら、上記分類で判る通り、既にオンライン通販というのは
「複合した」形態で開始されているのである。チャネルを複数持つことの(とくにオンライ
ン通販というチャネルを併せ持つこと)に意識が向いてくるまでにタイムラグがあっただ
けで、実際の小売業界においては、オンライン通販導入当初から「マルチチャネル化」状
態であった。 
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＜表＞６ 参入背景別オンライン通販業者の競争優位性と懸念事項 
分類 定義 競争優位性 懸念事項 
ネット専業業者 
(インターネット
スタートアップ) 
インターネット以外
に販売チャネルを持
たない業者 
店舗運営コストが不要 
ニッチな商品販売が可能 
24 時間営業が(容易に)可
能 
販売製品が過剰数量にな
りがち 
低価格品に焦点がいきが
ち 
多チャネルとの接点がな
いため、ブランド構築が
難しい 
店舗ベース業者 旧来型の小売店舗や
チェーン店を流通チ
ャネルとして有する
小売業者 
クロスチャネルでのシナ
ジーを得ることができる 
旧来からの店としての親
和性や信頼性がある 
店舗と同様にサービスを
提供することが可能 
ボリュームメリットがあ
るので調達コストが相対
的に低い 
自社オンラインラインサ
イトとのカニバリゼーシ
ョンを起こす懸念がある
店舗販売よりも配送コス
トが掛かるため、軌道に
乗るまではインターネッ
ト単体での収益確保が難
しい 
 
 
カタログ業者 製品カタログを使っ
て手紙か電話で商品
を販売する小売業者 
オンラインに類似した販
売形態のため、オンライン
チャネルに参入が容易 
デザインや製品説明など
のノウハウがある 
無店舗販売のオペレーシ
ョンノウハウがある 
カタログ制作費よりもネ
ットサイトの方がコスト
旧来型店舗と比較して販
売価格が高くなる傾向が
ある 
今まで販売していた製品
カテゴリー(アパレルや
雑貨)というのは消費者
にとってインターネット
で買いたい物ではない 
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が掛からない 
店舗・カタログ併
用業者 
旧来型の小売店舗、手
紙、電話その他を使用
する小売業者 
店舗だけではカバーしき
れない範囲をカタログで
補うというノウハウがあ
るので、インターネットチ
ャネルでの応用が容易 
クロスチャネル部ランデ
ィングが容易 
カタログで購入したもの
を店舗で返品可能、という
ような連携が容易 
店舗・店の両方の不利な
事項を併せ持つことにな
る 
製造・卸売業者 限定された製品販売
をしている製造業な
いしは卸売業者 
0次チャネルなので、流通
コストが経費として掛か
らない(低価格販売が容
易) 
製品種類をそろえたり、顧
客の要望するカスタマイ
ズを行うのが容易 
取引先(卸先)とのカニバ
リゼーションが起こる 
ブランドネームの認知が
低い場合がある 
小売としてのオペレーシ
ョン能力が相対的に低い
オンライン通販の分類 Vliet and Pota(2000)より小松改 
 
Vijayasarathy and Jones(2000)では、以下のように先行研究について纏められている。 
90 年代の先行研究の中で伝統的な印刷媒体カタログと同列で扱われてきていた。Lohse 
and Spiller(1998)やその他の研究者が伝統的な印刷媒体カタログはインターネットと並
存していくであろうと主張している。Kotler(2000) and Muldoon(1996)はインターネット
カタログショッピングというのは印刷媒体カタログショッピングよりも今後主要なものに
なっていくと予測している。なぜならば消費者は製品についての利用価値の高い情報によ
りすばやくアクセスできることを楽しむであろうし、より安い製品やより価値の高い製品
を見つけ出すことができるようになるからである。 
しかし、インターネット経由でのショッピングにはこのような潜在的な利便性があるに
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もかかわらず、インターネットショップはまだそこまで利用をされていないと考えられて
いるし、特定のニーズやインターネット購買者の期待値についての理解を研究する必要が
あるとされている。(Donth and Garcia,1999;palmer and Griffith,1998) 
 2000年時点でのオンライン通販チャネルの評価は高くなく、しかしその利便性の可能性
については既に認められている状態だった。インターネットチャネルがどうあるべきなの
かという議論が始まったところであった。例えば、経済理論的な側面からのアプローチす
らあった。Ward,Michael R.,(2001)ではオンラインショッピングは伝統的小売やカタログ
に競合できるのか？というテーマで実店舗、オンライン通販、印刷カタログ通販の 3 つの
小売チャネルの消費者の代替行動を調べた。消費者の取引コストモデルが提示された。結
果からはオンラインとカタログにより緊密な代替性があることを示している。 
インターネットが日常的に一般家庭(人)に広まってゆき、オンラインでの購買行動がそ
れほど特別ではなくなってきて、オンライン通販チャネル研究は実店舗との比較がなされ
るようになっていった。研究内容の概略を後述しているが、2005年以降あたりからの実店
舗を含んだオンライン通販比較研究は、基本的にはマルチチャネル化を念頭に置いた研究
である。オンライン通販は印刷カタログと同様に実店舗での購買に比べて制約されること
が多いが(実際に触れない、すぐに買えないなど)、逆にオンライン通販にしか出来ないこ
との多様さ(時間の制約からの解放、利便性、など)において実店舗を凌駕する可能性も出
てきたのである。以下の図はオンライン通販とカタログないしは実店舗の比較研究の一覧
表である。○が付いているのが比較されたチャネルである。その次の図に論文の概要を提
示している。 
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＜表＞７ オンラインカタログ・実店舗を比較した研究一覧 
著者 掲載年 
オンラ
イン 
カタロ
グ 
実店舗 概要 
Spller,Lohse 1997 ○ ○ ○ オンラインが不利 
Ward,Michael R. 2001 ○ ○ ○ 
オンラインとカタログの代
替性 
Van Vliet, P.J.A., Pota, D. 2001 ○ ○   夫々の特徴が異なる 
Vijayasarathy, L.R., 
Jones, J.M. 
2000 ○ ○   オンラインが不利 
Griffith, D.A., Krampf, 
R.F., Palmer, J.W.  
2001 ○ ○   カタログが有利 
Chiang, K.-P., Dholakia, 
R.R. 
2003 ○   ○ オンラインは利便性で有利
Keen, C., Wetzels, M., de 
Ruyter, K., Feinberg, R. 
2004 ○ ○ ○ 実店舗が有利 
Ramus, K., Nielsen, N.A. 2005   ○ ○ 夫々の特徴が異なる 
Dholakia, R.R., Zhao, M., 
Dholakia, N. 
2005 ○ ○ ○ 
チャネル特性によって選好
が異なる 
Goldsmith, R.E., Flynn, 
L.R. 
2005 ○ ○ ○ 
チャネル特性によって選好
が異なる 
その中では実店舗は有利 
Schröder, H., Zaharia, S.  2008 ○ ○ ○ 単純比較は難しい 
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＜表＞８ 表７の詳細 
著者 
掲載
年 
内容 
Spiller,Lohse 1997 インターネットと印刷カタログの比較研究を行っている。 
Van Vliet, 
P.J.A., Pota, 
D. 
2001 
オンライン企業の分類。企業の開設母体による分類を行っている。 
それぞれのベースが異なるため、競争優位性が異なっているという点を指
摘している。以下、その分類である。 
インターネット専業業者 ：インターネット以外に販売チャネルを持たな
い業者 
店舗ベース業者 ：旧来型の小売店舗やチェーン店を流通チャネルとして
有する小売業者 
カタログ業者： 製品カタログを使って手紙か電話で商品を販売する小売
業者 
店舗・カタログ併用業者 ：旧来型の小売店舗、手紙、電話その他を使用
する小売業者 
製造・卸売業者 ：限定された製品販売をしている製造業ないしは卸売業
者 
Vijayasarathy, 
L.R., Jones, 
J.M. 
2001 
個人の購買態度と購買意図の印刷カタログとインターネットカタログの
差異について比較をした実証研究を行っている。 
インターネット経由でのショッピングには潜在的な利便性があるにもか
かわらず、インターネットショップはまだそこまで利用をされていないと
考えられている。このため、特定のニーズやインター個人の購買態度と購
買意図の印刷カタログとインターネットカタログの差異について実証研
究を行った。この結果の知見としては、この2つの媒体には違いがあると
いうことが示されている。 
・信頼性・ 明白性・ リスク 
これらに加えて 
・ 製品価値・ 購買前情報・ 商品選択後情報・ 購買経験・ リスク 
これらに関しては購買態度と購買意図に影響を与えるということが判明
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したと提示されている。顧客は情報収集をインターネットに求めていて、
購買するかどうかというのは求めているものではないということである。
研究の結果としては 
1.情報が欲しい、2.複雑な購入プロセスはNGである 
と結論付けられている。 
Griffith, 
D.A., Krampf, 
R.F., Palmer, 
J.W.  
2001 
Eコマースにおける消費者関与理論のインターフェイスの役割をオンライ
ンとカタログで比較した実証研究を行っている。 
インターフェイス関与理論は物理媒体とコンテンツ表示インターフェイ
スの反応を分析するのに使用される。これをベースに印刷カタログとイン
ターネットカタログの刺激を計測した。結果はインターフェイス関与理論
が支持された。印刷カタログのほうインターネットカタログよりもより影
響力があると提示された。 
実務上の示唆として、印刷カタログをそのままネットに掲載しただけでは
適切な効果は得られない。カタログは印刷されていれば「読む」という行
為であるが、インターネットでは「スキャン」という行為になるからであ
るということが指摘されている。 
Chiang, K.-P., 
Dholakia, R.R. 
2003 
消費者のオンラインショッピングでの情報計測段階での購買意図につい
て調査を行っている。 
3つの変数で情報計測段階の消費者意図を計測した。 
1.利便性 
2.製品タイプ 
3.価格 
利便性と製品タイプが消費者の情報計測段階での購買意図に関わると判
明し、利便性はネット購買意図を増大させる理由である事が示された。 
ただし、利便性に関して、店からの距離という意味での質問項目のみであ
ったゆえ他の例えば時間的な利便性などについて質問が出来ていないと
いうことが限界として述べられている。 
時間的なことを気にする消費者にとっては伝統的店舗が不利であるとい
うことが今研究では示されている。 
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今回、製品タイプについても明らかにされた。また、価格の影響について
は不支持(影響は無い)とされ、利便性と製品タイプというのは消費者のオ
ンライン通販意図を増大させる要因であったという提示がされている。今
後の示唆として、価格の影響について確認する必要があるという指摘がさ
れている。 
Keen, C., 
Wetzels, M., de 
Ruyter, K., 
Feinberg, R. 
2004 
実店舗とカタログ、インターネットの消費者選好の実証研究を行ってい
る。 
消費者の決定プロセスはまず小売フォーマット(チャネル)を選択するこ
と、そして製品の価格がどうなのかということが第一要件であることが判
明したということと、ネットは店舗をいずれ凌駕するであろうということ
も提示されている。しかしながら、オンライン通販を選択肢の一つという
捉え方で考えている顧客セグメントが存在するというようだということ
も提示された。研究結果から、実店舗はカタログとインターネットに比較
して強大なアドバンテージを保持していると考えられる。 
CDとPCの比較では、一番重要な要素が異なっており、CDではフォーマッ
トが、PCでは価格が最重要であった。CDのほうがより低リスクで購買で
きるからだと考えられると提示された。 
Ramus, K., 
Nielsen, N.A. 
2005 
オンラインの生鮮食料品販売について、消費者はどのように考えているの
か、目的計画行動理論(TPB)を理論フレームとして、一般的なインターネ
ット購買と生鮮食料品インターネット購買についての研究を行っている。
UKとデンマークの7つのグループインタビューでの調査である。 
これらのグループは多かれ少なかれ貯蓄に対する考え方に似た点があり、
オンラインの生鮮食料品販売について実店舗より優れている点は、利便
性、種類の豊富さ、価格であり、劣った点は品質、そして買い物というレ
クレーションの機会の喪失であったと提示されている。 
Dholakia, 2005 チャネルへのロイヤリティ、チャネルスイッチング、注文サイズ、返品に
 30
R.R., Zhao, M., 
Dholakia, N. 
ついて、特定カタログの購買データに基づいて調査を行っている。 
調査により、4つのグループに分けることができた。カタログ購入者、店
舗購入者、インターネット購入者、非購入者である。 
取引情報からは、消費者特性や動機というものが購買態度に対する影響と
いうのは限定的だとわかり、消費者特性が特定チャネルの利用においては
大きな役割を果たすということが提示された。 
チャネル特性が最終的には異なる消費者グループの相対価値に影響を及
ぼすということが結論付けられている。 
Goldsmith, 
R.E., Flynn, 
L.R. 
2005 
店、ネット、カタログ購買行動の比較研究を行っていて、対象はアパレル
である。 
購入量の多い消費者はどのチャネルでも購入をするということが提示さ
れた。オンライン通販は、従来型店舗にとって、皆が考えているほどイン
ターネットは脅威ではないが、カタログにとっては影響が大きいと結論付
けられている。 
Schröder, H., 
Zaharia, S.  
2008 
ドイツのマルチチャネルについての実証研究を行っている。どのチャネル
を使用するかで満足度が違うということが提示された。 
この研究では満足度に関係する5つの動機を特定した。レクレーション指
向、利便性指向、独立志向、配送関連リスク嫌悪、製品－支払い間リスク
嫌悪である。 
シングルチャネルユーザーが最も感情的社会的な満足を得ていると示さ
れ、無店舗のシングルチャネルユーザーは利便性と独立性を求めていると
示された。カタログユーザーとインターネットユーザーでは購買動機が異
なっていた。つまり無店舗という括りでは纏められなかったという指摘が
されている。カタログユーザーと比較して、インターネットユーザーはリ
スク嫌悪度が低い傾向にあった。マルチチャネルユーザーは、オンライン
通販の情報を得つつ実店舗で購買することでリスク低減を行っていると
いう提示がされている。 
 
第 2節 印刷カタログとの比較研究 
先に述べたとおり、オンライン通販チャネルとの比較対象は当初印刷カタログ媒体であ
 31
った。印刷カタログ媒体には当時オンライン通販チャネルに対して大きな優位性があった。
それは、広義の「販売力」である。カタログ上で販売商品をどのように表現をすればいい
か、写真、コピー、スペック、掲載順序などなど、印刷カタログ企業には何十年にも渡っ
て蓄積されたノウハウがあった。無店舗販売においては印刷カタログ企業に強力な先行者
優位性が存在したのである。以下、Vijayasarathy Leo R. , Jones Joseph M.(2000)の研究
の要約である。 
最近のインターネットサイト(ランズエンドや LL ビーン)の拡大は電子取引やオンライ
ンカタログショッピングを助けている。オンラインカタログは大事である、しかしながら
この分野というのは比較的新しいゆえ、先行研究の中で伝統的な印刷媒体カタログと同列
で扱われてきていた。 
Lohse and Spiller(1998)やその他の研究者が伝統的な印刷媒体カタログはインターネッ
トと並存していくであろうと主張している。Kotler(2000) and Muldoon(1996)はインター
ネットカタログショッピングというのは印刷媒体カタログショッピングよりも今後主要な
ものになっていくと予測している。なぜならば消費者は製品についての利用価値の高い情
報によりすばやくアクセスできることを楽しむであろうし、より安い製品やより価値の高
い製品を見つけ出すことができるようになるからである。 
しかし、インターネット経由でのショッピングにはこのような潜在的な利便性があるに
もかかわらず、インターネットショップはまだそこまで利用をされていないと考えられて
いるし、特定のニーズやインターネット購買者の期待値についての理解を研究する必要が
あるとされている。(Donth and Garcia,1999;palmer and Griffith,1998). 
Spiller and Lohse(1997-1998)はインターネットサイトの評価は印刷カタログのデザイ
ンと評価の研究を基にしたものである。これらの研究は、印刷カタログとインターネット
カタログの類似点と相違点について指摘している。 
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＜表＞９ 印刷カタログとインターネットカタログの比較 
印刷カタログ インターネットカタログ 
(製品評価段階において) 
触れない、匂えない、感じることができな
い 
(製品評価段階において) 
触れない、匂えない、感じることができない 
郵送でのみ受け取ることができる 郵送でのみ受け取ることができる 
 双方向 
 メール、フォーラム、音声やビデオによる
紹介 
 価格比較容易 
 
今回の研究目的は個人の知覚の調査である。印刷カタログとインターネットカタログの
個人の知覚を計測し、購買態度と購買意図の影響要因を調べるものである。 
今研究の結果個人の購買態度と購買意図の印刷カタログとインターネットカタログの差異
について実証研究を行った。この結果の知見としては、この2つの媒体には違いがあると
いうことがわかった。 
・信頼性 
・明白性 
・リスク 
これらに加えて 
・ 製品価値 
・ 購買前情報 
・ 商品選択後情報 
・ 購買経験 
・ リスク 
これらに関しては購買態度と購買意図に影響を与えるということが判明した。印刷カタロ
グの歴史は長い。今日ではインターネットのような遠隔コミュニケーションも発達してい
るので、インターネットカタログの潜在力は非常に高いといえる。 
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＜表＞１０ 消費者がそれぞれの媒体で購入している製品カテゴリー 
カタログで買っているもの WEBで買っているもの 
洋服 
狩り・釣り用品 
CD 
プレゼント 
コスメ 
エクササイズ用品 
洋服 
情報 
コンピューターゲーム 
ビデオ 
エクササイズ用品 
自転車 
分析の結論としては、アウトカム変数である買い物媒体に対する態度は効果量のゲージ
ないしは、カタログプリントやインターネットカタログショッピングに抗う感情なのであ
る。 
プリントカタログとインターネットカタログに対する態度は異なっているということが
わかった。先行する研究では、インターネットカタログショッピングはプリントカタログ
よりもリスク、信頼性、触知可能性の点で好ましさが低い。ネット上での情報がまだ確立
できていない。カタログ媒体のほうがインターネット媒体よりも(その歴史ゆえに)信頼性
が高いのではないか。クレジットカードのパラドクス：どこで使ってもリスクは同じはず
なのに、インターネットの場合ばかりリスクを感じる。 
・信頼性 
今回の被験者はインターネットを信頼していない、それは新しいビジネス形態だからで
ある。 
信頼性に関する認知を変化させるにはバックオフィスのプロセス(注文プロセス、在庫マネ
ジメント、ロジスティクス)これらを変えていかねばならない。 
・触知可能性(tangibility) 
ビジュアルとサービス面で特徴的であった。 
ネットでは画面やデザインが貧相であるとサイト自体が怖がられる(敬遠される)。オンラ
イン通販はまだまだ萌芽期である。このため、カタログのような既に洗練されたメディア
からの勉強期間がまだ必要である。 
・買い物経験 
どちらのメディアにしても、買い物経験というものには関連性があった。 
カタログショッピングは共働き家庭のライフスタイルにフィットするものである。今回の
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研究ではBellman et al.(1999)らと同様のことがわかった。時間が無いということが強い
影響を与えるというものである。 
・消費者リスク 
プリントカタログでもインターネットでも重要な要因である。しかし、そういう結論で
はない研究もある。 
・製品価値 
製品価値への知覚はショッピングに影響する。 
・カスタマーサービス 
2 つの要因：オーダー前、選択前：要するには、購買前の情報提供は重要だということ
である。顧客は情報収集をインターネットに求めている。購買するかどうかというのは求
めているものではない。今回の結果としては、1.情報が欲しい、2.複雑な購入プロセスは
NGであるということが判明した。 
Vijayasarathy Leo R. , Jones Joseph M.(2000)によるこの研究の示唆はオンライン通販
のその後の動きを考えると非常に先見性のあるものであったといえる。2000 年時点におい
てオンライン通販と比較した際の印刷カタログの優位性は、単に「今まであった、安心で
きる媒体だから」だというのである。クレジットカードの信頼性の知覚の違いが象徴的だ
といえる。確かに、販売力のノウハウという点で(技術的にインターネットが未熟だったせ
いも有り)印刷カタログ通販には大きなアドバンテージがあった。信頼性や、WEB デザイ
ンといったオンライン通販の問題点は数年後には技術的側面から解決されていくことにな
った。図にもある通り、オンライン通販のほうが印刷カタログ通販と比べて「できる」項
目が多い。結果として、インターネット技術の問題点(画像表示スピードなどが)解決され
た後は、オンライン通販が印刷カタログ通販を大きく越えた成長を遂げていくことになっ
た。 
 
第3節 実店舗との比較研究 
1項 チャネル間比較 
単純にチャネルとしてのオンライン通販と実店舗の比較を行った研究は印刷カタログ通
販とオンライン通販との比較研究に比べると数が少ない。比較対象として捉えられていな
かったと考えられる。Keen, C., Wetzels, M., de Ruyter, K., Feinberg, R.(2003)はチ
ャネル比較としての研究が行われている。実店舗という形態は非常に消費者にとって選好
 35
度の高い形態であり、なおかつ消費者は購買段階の最初にどのチャネルで購買を行うかを
決定している。これゆえインターネットが急速に実店舗に打ち勝つというようなことには
ならないと提示している。Ramus, K., Nielsen, N.A.(2004)は生鮮食料品カテゴリーでの
実店舗とオンライン通販の比較を行っている。生鮮食料品カテゴリーはオンライン通販の
製品カテゴリーの中でも特にオンライン通販利用者が少ないジャンルとされている。この
研究で提示されているオンラインの生鮮食料品販売について実店舗より優れている点は、
利便性、種類の豊富さ、価格であり、劣った点は品質、そして買い物というレクレーショ
ンの機会の喪失であった。利便性・種類の豊富さ、価格というのは他製品カテゴリーでも
指摘され得るし、またマイナス要因となっている品質(手にとって触れない)というのは生
鮮食料品において特に突出することは理解が可能だ。おなじ「りんご」だったとしても家
電や本やアパレルなどの工業製品を買う場合と異なり、「りんご」は必ずしも同じ「りん
ご」が届くというわけではない。その為、他の製品以上に生鮮食料品販売に於いてはオン
ライン通販で品質、手に触れられないことがマイナス要因として挙げられるということが
言える。 
 
2項 マルチチャネルを念頭に置いた、実店舗とオンライン通販の比較 
Dholakia, R.R., Zhao, M., Dholakia, N.(2005)、Goldsmith, R.E., Flynn, L.R.(2005)、
Schröder, H., Zaharia, S. (2005)らの研究では、実店舗の比較を行っているが、そのテ
ーマの関心はマルチチャネル環境下での比較である。単純に「どちらのチャネルのほうが
販売にとって、収益にとって優位性があるか」という比較ではなく、同一企業の複合チャ
ネルを持った場合にどのようなことが起こるかということの提示である。Dholakia, R.R., 
Zhao, M., Dholakia, N.(2005)ではチャネルを複数利用する顧客にとってオンライン通販
利用というのが低コストでなおかつ簡便であるという理由で支持されていると提示してい
る。Goldsmith, R.E., Flynn, L.R.(2005)ではアパレル購買についての実店舗、オンライ
ン通販、印刷カタログ通販の比較研究が行われている。購買量との関係性では、購買量が
増えれば増えるほど、マルチチャネル利用になってくる、という結果が提示されている。
ちなみに、この3チャネル間でどこに一番優位性があるのかというと実店舗だと示されて
いる。オンライン通販というのは実店舗にとってはさほどの脅威ではないということだ。
前掲の生鮮食料品での実店舗購買理由には品質が挙げられていたが、ここではアパレル製
品の特性ゆえの実店舗の優位性が挙げられている。ファッション情報というのは実店舗で
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情報を得るほうが有益性の高い情報が得られるからということである。 
本章ではオンライン通販との比較研究というテーマで検討を行ったので、マルチチャネ
ル的なテーマの展開は別途後述する。本項ではマルチチャネル化という研究テーマが登場
して以降はチャネル間比較が単純な取引チャネルの違いではなく同一企業の中での効果の
有り／無しという検討が必ず含まれてくるということだけ指摘をしておく。 
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第8章 なぜオンラインで購買するのか？ 
～オンライン通販購買要因の整理 
第1節 先行研究 
 インターネットを経由した購買行動がなぜ選択されるのかという実証研究 1990 年代後
半から急速に増え始めた。 
研究が始まった動機としてはインターネットでの購買が可能になることによって旧来型
店舗や印刷カタログにどのような影響がでるのか、またその際には旧来型店舗や印刷カタ
ログ業者はどのようにインターネットに対処していくべきかという実務上の示唆をほのめ
かすものが多い。 
 
1項 購買要因 
 Cheung, C.M.K., Chan, G.W.W., Limayem, M.(2005)はインターネット研究が進むにつれ、
各研究テーマがばらばらと提出されるばかりだった状況に対して研究の系統だてたフレー
ムの提示を行っている。購買行動における意図・採用・継続という3つのアクションに対
して、それぞれがどのようなに要因と関係しているのかを説明している。要因としては、
消費者特性、製品サービスの特性、媒体特性、流通特性、環境の影響という5つの大分類
を提示し、その中に38の小分類を提示している。その上で概念イメージの提示を行ってい
る。この5分類は全て3つの購買段階に関係しているという提示になっている。 
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＜表＞１１ 購買行動とその要因の関係性 
オンライン
購買
消費者特性
意図
製品／サービスの
特性
環境の影響流通特性媒体特性
採用（購買） リピート購買
 
 
それぞれの特性の小分類については＜表＞１２に掲示している。 
 Cheung, C.M.K., Chan, G.W.W., Limayem, M.(2005) 
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＜表＞１２ 表１１の購買要因の内容 
大分類 小分類 
消費者特性 ライフスタイル 
動機 
知識 
新規性 
関与 
デモグラフィック 
収入 
満足度 
経験 
信頼性 
態度 
価値 
製品／サービスの特性 製品知識 
製品タイプ 
レイアウト 
購買頻度 
触知可能性 
差別化 
価格 
媒体特性 WEBデザイン 
ナビゲーション 
簡便性 
インターフェイス 
利便性 
信頼性 
セキュリティ 
流通特性 サービスの質 
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プライバシーとセキュリティコントロール 
ブランド 
デリバリー／ロジスティクス 
アフターサービス 
インセンティブ 
環境の影響 文化 
主観的規範 
露出 
注意 
イメージ 
 
購買動機についてElliott, M.T., Speck, P.S.(2005)による消費者のオンラインショッ
ピングでの購入意図は以下のような実証研究を行っている。。 
ネットが普及するにつれて、顧客の満足度が低下を続けている。今研究では6つのウエ
ブサイト要因と2つの個人差について調査を行った。研究の結果、オンラインでは、一番
重要な使用者達にとって関与・経験的に最もぴったりとくる要素を強調すべきだという結
論に達した。E コマース市場は急速な勢いで伸びてきている。しかし、研究によるとわず
か5％の消費者が購買を行い、さらに1％の消費者だけがリピーターである。WEBブサイト
のデザインが「いまいち」な場合には購入したくないという消費者が3分の2以上存在す
るという研究報告もある。ウエブサイトの特徴(図の6つ)に加え、製品関与とオンライン
ショッピング経験が重なって消費者の(小売)ウエブサイトへの態度が決定すると考えられ
る。 
6つの特徴によってそれは強化される。 
ウエブサイト要因 
a.使いやすさ 
b.製品情報 
 購入者にアドバイスできる情報であることが、良い製品情報である 
c.娯楽性 
d.信頼性 
e.カスタマーサポート 
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f.流通 
 
仮説1 
小売ウエブサイトに対する好意的な消費者態度は上記6要因によって強化される。 
仮説2 
製品関与は上記6要因由来の好意的な消費者態度の度合いを緩和する。 
仮説3 
オンラインショッピング経験は上記6要因由来の小売ウエブサイトに対する消費者の好
意的態度の度合いを緩和する。 
結果 
仮説1 カスタマーサポート以外支持 
仮説2 支持 
仮説3 製品情報、カスタマーサポートについては支持 
    製品関与とオンライン通販経験の同時効果があった。 
議論、インプリケーション：ウエブサイトにとって使い易さというのはとても重要な要
素である低検索コストにおける製品情報が導かれ、小売ウエブサイトでは例えば“Pick a 
Category””Way to Shop”のようなサインを使いながら新規購買者を導いていくのが良い
だろう。製品情報については、プラスの効果が認められた。低関与の消費者にとっては環
境要因がより重要になってくる。カレンシーはとても重要な要素である。信頼性は購買決
定態度において重要である。 
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＜表＞１３ 消費者のオンライン小売サイトへの態度形成のフロー図 
WEBサイト特性
a 利用しやすさ
b 製品情報
c 娯楽性
d 信頼
e カスタマーサポート
f カレンシー（通貨）
製品関与
オンラインショッピング
経験
オンライン通販サイト
への消費者態度
 
Elliott, M.T., Speck, P.S.(2005) 
 
WEB サイトの性質(6 つの要素)に製品関与と消費者のオンライン通販経験が加わって消
費者の小売ウエブサイトへの態度が形成されるとされている。これは Cheung, C.M.K., 
Chan, G.W.W., Limayem, M.(2005)の指摘とは異なり、まずWEBサイトの性質があって、そ
の上で消費者のWEBサイトへの態度形成が行われているという考え方である。 
また、消費者自身の特性についての議論もある。Im, S., Bayus, B.L., Mason, C.H.(2003)
では家電製品カテゴリーにおける消費者革新性(innate consumer innovativeness)につい
ての特性を以下のように「関係性が薄い」と指摘し、年齢と年収というデモグラフィック
特性を指摘している。 
我々は年収と年齢が、電化製品の新規購入(所有)に関係があるということを発見した。
より高収入で、よい若い年齢である消費者は新製品を採用する傾向にあるということであ
る。関係性が弱かった生来消費者革新性と個人特性というのは社会的デモグラフィック変
数が消費者の革新的傾向を特定するのに使用すべきではないということを暗示しているの
ではなかろうか。さらに重要なことは、社会的デモグラフィック変数がこの 2 者の関係性
を緩和することがなかったという発見である。要するには、我々の研究は拡散と新製品採
択に貢献している革新的消費者の特定に異なった方法での理解を付加することとなった。
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初期のキャッシュフローと、参入障壁、そして新製品の口コミを通じたプロモーションに
よるというものである。 
もしイノベーターのことが個人特性と心理的特性に基づいてア・プリオリに理解できる
のであればマーケッターは新製品の革新が最終的に成功するということに批判的な消費者
をターゲットにすることができるであろう。 
消費者特性とオンライン購買指向については様々な議論があるが、製品タイプとの関連
付けがされたものが多い。 
Huang, Y., Oppewal, H.(2006)はなぜ消費者はオンライン通販での買い物に躊躇するの
か、生鮮食品購買についての分析を行っている。生鮮食料品のような、比較的どこの地域
でも購入がしやすい製品について、消費者はアンケート的な(自分の意識として解答したく
なる)回答としては配送料をネックに挙げている。しかし、テスト結果からは配送料が第一
の非購買要因になるわけではなく、時間的制約の有無や店までの距離、なぜ店に行くのか
(店で買い物をすること自体の楽しさ)が要因になっているということが指摘されている。
以下が纏めである。今研究に関しては、購買動機というのは製品特性によって異なるとい
うことを示唆する結果である。 
配送料がネックだと答える消費者が多い（OMD スナップショッツ調べで 20％)。しかし
配送料以外の要因として 
・時間制約(時間を使えるのかどうか) 
・店への所要時間 
・店に行く目的 
の 3 要因を考えた。 
結果として、配送料を含めた 4 つの要因は全て影響があるとされた。配送料がネックだ
と消費者はアンケート上では答えているが、実際には配送料というのはオンライン通販で
の非購買要因の最重要項目ではなかった。 
理論的枠組みは以下のように提示されている。 
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＜表＞１４ オンラインショッピング選好が形成されるフロー図 
配送料 知覚コスト
（オンライン対実店舗）
実店舗への
所要時間
知覚利便性
（オンライン対実店舗）
買い物に費やすこと
が可能な時間（がどれ
だけあるか）
知覚娯楽性
（オンライン対実店舗）
買い物へ行くことの
目的
オンライン通販購買
嗜好
知覚リスク
（オンライン対実店舗）
 
Huang, Y., Oppewal, H.(2006) 
 
2項 購買動機 
 なぜオンラインで購買を行うのかについて、消費者特性やWEB特性、それ以外の要因全
てが関係してくるという考えでの購買動機についてのアプローチ(Cheung, C.M.K., Chan, 
G.W.W., Limayem, M.(2005)他)、オンライン通販ショップの特性が消費者の知覚に関係し、
結果としてオンライン通販ョップ嗜好に結びつくというアプローチ(Kuan-Pin 
Chiang ,RRoy Dholakia (2003))の 2つの方法について考えたい。 
 消費者が購買行動を起すに当たって、最初に何をするであろうか。もちろん購買動機に
よっても異なる。目的買いなのか、衝動買いなのか、それだけでも異なるだろう。目的買
いであればまず最初に「何を買うか」を考え、その中の詳細を検討していくだろう。詳細
とは、価格、ブランド、品質レベルなどが考えられるが、その中にはどのチャネルで買う
かという検討も含まれる。 
チャネルをどの段階で選ぶかというのは議論が分かれるところではあるが、もし
(Elliott, M.T., Speck, P.S.(2005))の提示するようにオンライン通販ショップの特性に
よって嗜好が決定されるという順番であるのであれば、オンライン通販ショップというの
は消費者が購買を検討する前段階ですでに消費者と接触している必要がある。偶然消費者
が購買前にインターネット検索で購買サイトを発見していればこのような状況下で消費者
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がオンライン通販ショップで購買を行う動機として挙げる事が可能だろう。しかし、実際
のところそのように都合よくオンラインショップ通販サイトに消費者が購買全にたどり着
くという状況だけでは全てのオンライン通販購買行動の説明をするのは難しい。 
よって、消費者特性やWEB特性、それ以外の要因全てが関係してくるという考えでの購
買動機についてのアプローチ(Cheung, C.M.K., Chan, G.W.W., Limayem, M.(2005)他)を採
用するのが適切ではないかと考える。本稿では、購買動機についての要因の項目分類を行
い、傾向と特性を確認していくこととした。 
 
第2節 項目分類 
Cheung, C.M.K., Chan, G.W.W., Limayem, M.(2005)を分類のベースとして、今回私はオ
ンライン購買意図に関する研究をピックアップし、分類整理を行った。論文検索サイトを
利用し、キーワード検索によって論文の候補を収集した。“Online Shopping Consumer”
で検索を行い、その中から購買動機に関する論文をピックアップした。内容確認の中で関
係が深いと思われる論文があった場合、それを追加してリストを作成した。結果、オンラ
インショッピングにおける購買意図に関る実証研究を37取り上げた。ピックアップした論
文の出版年は以下の通りである。若干ばらつきがあるが1999年から2008年までの論文を
取り上げた。 
＜表＞１５ 検証を行った論文の出版年 
 
 
年 集計
1999 1
2000 2
2001 1
2002 4
2003 9
2004 4
2005 7
2006 3
2007 2
2008 4
総計 37
これをベースに、取り上げられている購買要因をピックアップした。60の要因に分類さ
れ、それらを大分類に分けていくと、デモグラフィック、個人特性 1(性格的特性)、個人
特性2(コンピュータ、インターネットに関るもの)、製品関連、サービス、情報、WEBデザ
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イン、セキュリティ・信頼性、プロモーション、その他という10分類として分けることが
できると考えた(＜表＞１６)。 
Cheung, C.M.K., Chan, G.W.W., Limayem, M.(2005)では利便性や簡便性を媒体特性とし
て分類していたが、今回はサービスとして分類した。小松分類におけるサービスとは、サ
ービス製品のことではなく、販売時における購買者に提供される製品以外の取引内容のこ
とである、例えば支払い方法であり、返品であり、サポートである。Gunasekaran, A., Ngai, 
E.W.T. (2003)、Kumar, V., Venkatesan Rajkumar (2005)、Liang, T.-P., Lai, H.-J.(2008)、
Swaminathan, V., Lepkowska-White, E., Rao, B.P.(1999)。 
情報という項目を追加した。これは購買検討時に製品についての情報をどのように得る
ことが出来るのかが重要な要素であるということからである。Elliott, M.T., Speck, 
P.S.(2005)、Vijayasarathy, L.R., Jones, J.M.(2000)。 
個人特性については小松分類では3つに分割をした。デモグラフィック関連の特性、個
人の性格的な問題、それからインターネットそのものに対する親和性という項目分類であ
る。これら3つの流れが指摘できると考えた。George, J.F.(2004)、Gunasekaran, A., Ngai, 
E.W.T. (2003)、Im, S., Bayus, B.L., Mason, C.H.(2003)、Kwak,Hyokjin, and Fox,Richard 
J.,Zinkhan,,George M.(2002)、Limayem, M., Khalifa, M., Frini, A.(2000)他。 
  
第 3節 購買要因の時系列整理 
＜表＞１７、１８が時系列によるキーワード整理である。当初の目論見ほど顕著に項目
要因での差異がでることは無かった。継続的に出現する項目としては個人特性(性格、コン
ピューター経験)、サービスに関するもの、セキュリティと信頼性に関するものである。個
人特性、サービス、セキュリティと信頼性項目に関しては要因として取り上げられる数も
多い。特にサービスの中でも利便性に関する小分類項目は、継続的にテーマとして取り上
げられている。セキュリティと信頼性に関するものの中ではリスクと信頼性が要因として
取り上げられている。 
 プロモーション、そしてその他と分類した項目に関しては当初は要因として挙げられて
おらず、2004年以降から要因として挙げられるようになった。ただし、絶対数量が少ない。
これらの項目に関して今後インターネット購買要因の変化が見られる可能性がある。プロ
モーションに関しては、マルチチャネル戦略の一環としての要素を検討していくに当たっ
て今後の課題となっていくであろう。 
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 第4節 項目の時系列整理のまとめ 
 Cheung, C.M.K., Chan, G.W.W., Limayem, M.(2005)をベースに、購買意図に関する実証
研究を取り上げて項目の整理を行った。プロモーション、またその他項目が最近になって
登場しているという点や、継続的に個人特性(性格、コンピューター経験)、サービスに関
するもの、セキュリティと信頼性に関するものが出現しているという点が見られたものの、
時系列での購買意図要因の変化はあまり顕著ではなかった。また、問題点として、研究結
果のばらつきというのも挙げられる。購買要因としてデモグラフィック特性がプラスにな
っている研究とそうでない研究があるなどしている。インターネットに対する個人特性(使
用時間や関与度など)に関してはプラスの要因になるというのが多く指摘されているが、デ
モグラフィック特性、個人の性格特性というのは研究によって指摘にばらつきがあった。
これらに関しての原因はいくつか考えられる。一つには調査対象とした製品の違いである。
また、同じ製品であってもその製品に対する関与の仕方が異なることで、要因が異なって
いる。Lee, H.-H., Kim, J.(2008)ではアパレルの購買要因について検討しているが、アパ
レル製品に対する指向の違いが購買要因の差異となることを指摘している。これらは対象
製品の購買特性によるものと考えられる。 
レビュー対象が37と少なかったことも原因だと考えられる。方法論として時系列比較を
検討するのであれば、レビューするテーマを限定した上でレビュー対象数を増やすべきで
あった。また、製品カテゴリーがオンライン通販の購買要因にばらつきを与える幅が想定
以上であった。カテゴリーを絞りつつ、レビュー対象を拡大することが出来れば、もう少
し明確な時系列での購買要因比較結果が出たと考えられる。 
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＜表＞１６ 抽出した購買要因と分類 
大分類 小分類 
学歴 
経済状態 
性別 
デモグラフィック 
年収 
年齢 
個人の性格特性 
ライフスタイル 
レクレーション指向 
革新性指向 
自己効力感 
独立志向 
個人特性1 
タイムプレッシャー 
コンピュータリテラシー 
コンピュータ使用時間 
インターネット経験 
インターネット関与度 
インターネット使用時間 
インターネットに対する探索態度 
インターネット通販採択行動 
インターネット通販購入経験 
インターネット通販購入量 
インターネット通販購入動機 
個人特性2(コンピュータ、インターネットに
関るもの） 
マルチチャネル指向 
価格優位性 
種類の豊富さ 
製品関連 
製品タイプ 
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製品のお試し 
製品価値 
製品評価 
品質 
オプション 
利便性 
購買後サービスの充実 
支払い方法 
取引サポートの充実 
配送料 
購入プロセス 
返品 
サービス 
タイムレスポンス 
製品自体 
購買前 
商品選択後 
量 
情報 
低検索コスト 
WEBデザイン 
WEBデザイン要素 
メディアリッチネス 
WEBデザイン 
購買システム 
プライバシー 
リスク 
セキュリティ 
セキュリティ、信頼性 
信頼性 
パーソナリゼーション 
プロモーション 
プロモーション 
企業からのコミュニケーション 
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通貨(カレンシー） 
環境要因 
経済的収益的要素 
小売チャネル形態 
店への所要時間 
その他 
口コミ 
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＜表＞１７ 購買要因 項目×年での件数一覧 
年 
デモグ
ラフィ
ック 
個人特
性1 
個人特
性2 
製品関
連 
サービ
ス 
情報 
WEBデ
ザイン
セキュ
リテ
ィ、信
頼性 
プロモ
ーショ
ン 
その他
1999 0 0 0 2 2 1 0 1 0 0
2000 0 1 1 1 1 2 0 1 0 0
2001 0 0 2 1 0 0 0 0 0 0
2002 1 0 3 0 3 0 1 1 0 0
2003 3 4 5 3 6 1 1 2 1 0
2004 1 1 0 1 0 0 0 2 0 1
2005 0 2 5 4 3 2 0 1 1 3
2006 0 1 2 0 2 0 1 4 1 1
2008 0 2 0 0 1 0 1 1 0 0
総計 5 11 14 11 18 7 3 13 2 4
 
0
1
2
3
4
5
6
7
1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2008
デモグラフィック
個人特性１
個人特性２（コンピュー
ター、インターネットに関
るもの）
製品関連
サービス
情報
WEBデザイン
セキュリティー、信頼性
プロモーション
その他
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＜表＞１８ 購買要因 項目（小分類）×年 
デモグラフィック
年 学歴 経済状態 性別 年収
1999 集計 0 0 0 0
2000 集計 0 0 0 0
2001 集計 0 0 0 0
2002 集計 1 0 0 1
2003 集計 3 1 0 0
2004 集計 1 0 1 0
2005 集計 0 0 0 0
2006 集計 0 0 0 0
2008 集計 0 0 0 0
総計 5 1 1 1
0
0
0
0
2
0
0
0
0
2  
 
個人特性１
年 年齢 個人の性
格特性
ライフス
タイル
レクレー
ション指
向
革新性指
向
自己効力
感
独立志向 タイムプ
レッ
シャー
1999 集計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2000 集計 1 0 0 0 0 1 0 0 0
2001 集計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2002 集計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2003 集計 4 1 0 1 0 0 1 0 1
2004 集計 1 0 0 0 0 0 1 0 0
2005 集計 2 0 1 0 1 0 0 0 0
2006 集計 1 0 0 0 0 0 0 0 1
2008 集計 2 0 0 0 1 0 0 1 0
総計 11 1 1 1 2 1 2 1 2  
 
個人特性２（コンピューター、インターネットに関るもの）
年 コン
ピュータ
リテラ
シー
コン
ピュータ
使用時間
インター
ネット経
験
インター
ネット関
与度
インター
ネット使
用時間
1999 集計 0 0 0 0 0 0
2000 集計 1 0 0 0 0 0
2001 集計 2 0 0 0 1 0
2002 集計 3 0 0 1 1 0
2003 集計 5 1 1 0 0 1
2004 集計 0 0 0 0 0 0
2005 集計 5 0 0 1 0 0
2006 集計 2 0 0 0 0 0
2008 集計 0 0 0 0 0 0
総計 18 1 1 2 2 1  
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インタ
ネットに
対する探
索態度
インター
ネット通
販採択行
動
インター
ネット通
販購入経
験
インター
ネット通
販購入量
インター
ネット通
販購入動
機
マルチ
チャネル
指向
0 0 0 0 0 0
0 0 1 0 0 0
0 0 0 0 1 0
0 0 0 0 1 0
1 0 0 0 1 0
0 0 0 0 0 0
0 1 1 1 1 0
0 0 0 0 1 1
0 0 0 0 0 0
1 1 2 1 5 1  
 
製品関連
年 価格優位
性
種類の豊
富さ
製品タイ
プ
製品のお
試し
製品価値 製品評価 品質 オプショ
ン
1999 集計 2 1 0 0 0 0 0 1 0
2000 集計 1 0 0 0 0 1 0 0 0
2001 集計 1 0 0 0 0 0 1 0 0
2002 集計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2003 集計 3 0 0 1 1 0 0 0 1
2004 集計 1 1 0 0 0 0 0 0 0
2005 集計 4 2 1 0 0 0 0 1 0
2006 集計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2008 集計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
総計 12 4 1 1 1 1 1 2 1  
 
サービス
年 利便性 購買後
サービス
の充実
支払い方
法
取引サ
ポートの
充実
配送料 購入プロ
セス
返品 タイムレ
スポンス
1999 集計 2 1 0 0 0 0 0 1 0
2000 集計 1 0 0 0 0 0 1 0 0
2001 集計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2002 集計 3 1 1 0 1 0 0 0 0
2003 集計 6 4 0 1 1 0 0 0 0
2004 集計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2005 集計 3 2 0 0 0 0 0 1 0
2006 集計 2 0 0 0 0 1 0 0 1
2008 集計 1 1 0 0 0 0 0 0 0
総計 18 9 1 1 2 1 1 2 1  
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情報
年 製品自体 購買前 商品選択
後
量 低検索コ
スト
1999 集計 1 0 0 0 1 0
2000 集計 2 0 1 1 0 0
2001 集計 0 0 0 0 0 0
2002 集計 0 0 0 0 0 0
2003 集計 1 1 0 0 0 0
2004 集計 0 0 0 0 0 0
2005 集計 2 1 0 0 0 1
2006 集計 0 0 0 0 0 0
2008 集計 0 0 0 0 0 0
総計 6 2 1 1 1 1  
 
WEBデザイン
年 WEBデザ
イン
WEBデザ
イン要素
メディア
リッチネ
ス
購買シス
テム
1999 集計 0 0 0 0
2000 集計 0 0 0 0
2001 集計 0 0 0 0
2002 集計 1 0 0 1
2003 集計 1 0 1 0
2004 集計 0 0 0 0
2005 集計 0 0 0 0
2006 集計 1 1 0 0
2008 集計 1 0 0 0
総計 4 1 1 1
0
0
0
0
0
0
0
0
1
1  
 
セキュリティー、信頼性
年 プライバ
シー
リスク セキュリ
ティ
信頼性
1999 集計 1 0 0 0
2000 集計 1 0 1 0
2001 集計 0 0 0 0
2002 集計 1 0 1 0
2003 集計 2 0 2 0
2004 集計 2 0 0 0
2005 集計 1 0 0 0
2006 集計 4 1 0 2
2008 集計 1 0 1 0
1
0
0
0
0
2
1
1
0
総計 13 1 5 2 5  
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プロモーション
年 パーソナ
リゼー
ション
プロモー
ション
企業から
のコミ
ニュケー
ション
1999 集計 0 0 0
2000 集計 0 0 0
2001 集計 0 0 0
2002 集計 0 0 0
2003 集計 1 0 1
2004 集計 0 0 0
2005 集計 1 0 0
2006 集計 1 1 0
2008 集計 0 0 0
総計 3 1 1
0
0
0
0
0
0
1
0
0
1  
 
その他
年 通貨（カ
レン
シー）
環境要因 経済的収
益的要素
小売チャ
ネル形態
店への所
要時間
1999 集計 0 0 0 0 0 0
2000 集計 0 0 0 0 0 0
2001 集計 0 0 0 0 0 0
2002 集計 0 0 0 0 0 0
2003 集計 0 0 0 0 0 0
2004 集計 1 0 0 0 1 0
2005 集計 3 1 1 1 0 0
2006 集計 1 0 0 0 0 1
2008 集計 0 0 0 0 0 0
総計 5 1 1 1 1 1  
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＜表＞１９ 論文別購買要因一覧 
特に注記のないものはプラス要因 
著者 年 合計 
Swaminathan, V., 
Lepkowska-White, E., Rao, B.P. 
1999
価格 
優位性 
品質 
利便性 
返品 
量 
信頼性 
Limayem, M., Khalifa, M., Frini, 
A. 
2000 革新性指向 
Vijayasarathy, L.R., Jones, J.M. 2000
インターネット通販購入経験 
製品価値 
購入プロセス(-) 
購買前商品選択後 
リスク(-) 
Griffith, D.A., Krampf, R.F., 
Palmer, J.W.  
2001
インターネット関与度 
インターネット通販購入動機 
製品評価 
Liang, T.-P., Lai, H.-J. 2002
インターネット通販購入動機 
購買後サービスの充実 
取引サポートの充実 
メディアリッチネス 
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Kaufman-Scarborough, C., 
Lindquist, J.D. 
2002 利便性 
 Kwak,Hyokjin, and Fox,Richard 
J.,Zinkhan,,George M. 
2002
性別(-)(+) 
インターネット経験 
インターネット関与度 
リスク 
Swinyard, W.R., Smith, S.M. 2003
学歴 
年収 
ライフスタイル 
コンピュータリテラシー 
コンピュータ使用時間 
インターネット使用時間 
Liu, X., Wei, K.K. 2003
利便性 
リスク(-) 
Korzaan, M.L. 2003
インターネットに対する探索態度 
インターネット通販購入動機 
Heijden, H.V.D., Verhagen, T., 
Creemers, M. 
2003
利便性 
リスク(-) 
Chiang, K.-P., Dholakia, R.R. 2003
タイムプレッシャー 
製品タイプ 
利便性 
Im, S., Bayus, B.L., Mason, C.H. 2003
年収 
年齢 
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Ahuja, M., Gupta, B., Raman, P. 2003
利便性 
取引サポートの充実 
Gunasekaran, A., Ngai, E.W.T.  2003
自己効力感(-) 
製品のお試し 
オプション 
支払い方法 
製品自体 
WEBデザイン要素 
プロモーション 
Mahmood, M.A., Bagchi, K., Ford, 
T.C. 
2004
経済状態 
信頼性 
Keen, C., Wetzels, M., de Ruyter, 
K., Feinberg, R. 
2004
価格優位性 
小売チャネル形態 
George, J.F. 2004
自己効力感 
信頼性 
So, W.C.M., Wong, T.N.D., Sculli, 
D. 
2005
インターネット経験 
インターネット通販採択行動 
インターネット通販購入経験 
Ramus, K., Nielsen, N.A. 2005
レクレーション指向(-) 
価格優位性 
種類の豊富さ 
品質(-) 
利便性 
 59
Dholakia, R.R., Zhao, M., 
Dholakia, N. 
2005
個人の性格特性 
価格優位性 
 Kumar, V., Venkatesan Rajkumar 2005 返品企業からのコミュニケーション 
Goldsmith, R.E., Flynn, L.R. 2005 インターネット通販購入量 
Shang, R.-A., Chen, Y.-C., Shen, 
L. 
2005 インターネット通販購入動機 
Elliott, M.T., Speck, P.S. 2005
利便性 
製品自体 
低検索コスト 
信頼性 
通貨(カレンシー） 
環境要因 
経済的収益的要素 
Huang, Y., Oppewal, H. 2006
タイムプレッシャー(-) 
インターネット通販購入動機 
配送料(-) 
プライバシー(-) 
セキュリティ(-) 
店への所要時間(-) 
Lu, Y., Rucker, M. 2006 マルチチャネル指向(-)(+) 
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Devaraj, S., Fan, M., Kohli, R. 2006
タイムレスポンス 
WEBデザイン 
セキュリティ 
信頼性 
パーソナリゼーション 
Schröder, H., Zaharia, S.  2008
レクレーション指向 
独立志向 
利便性 
購買システム 
リスク 
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＜表＞２０ 論文概要 
著者 
掲載
年 
内容 
Swaminathan, V., 
Lepkowska-White, E., 
Rao, B.P. 
1999 
取引窓口としてのインターネットが注目され始めている時点での研
究を行っている。なぜインターネットで購買を行うのか、その要因、
そして供給企業と購買者の特性を調査したものである。 
伝統的マーケティングの考えをインターネットに応用することが出
来るということ、そしてオンラインカスタマー拡大に関する知見が
提示された。 
先行研究にある、企業は信頼できて、競争力のある価格を提供し、
有益な情報を提供し、サービスが良くあるべきだという結果が支持
され、価格とキャンセルしやすさ項目については、購買頻度に影響
が出ると提示された。また、平均的な購買者がセキュリティとプラ
イバシーの問題を気にしていないということが提示された。これは
ダイレクトメールでのMilne and Gordon(1993)を支持する結果であ
った。また、利便性が購買動機である購買者はよりオンライン購買
を行うこと示されている。 
Limayem, M., Khalifa, 
M., Frini, A. 
2000 
なぜインターネット購買が行われるのか？計画行動理論(TPB)に基
づいたオンラインショッピング要因の実証研究が行われている。 
2回の調査による経年研究により、個々人の革新的な態度と購買意
図がオンライン購買にプラスの影響を強く与えるということが提示
された。 
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Vijayasarathy, L.R., 
Jones, J.M. 
2000 
インターネット経由でのショッピングには潜在的な利便性があるに
もかかわらず、インターネットショップはまだそこまで利用をされ
ていないと考えられているし、特定のニーズやインターネット購買
者の期待値についての理解を研究する必要があるとされていると指
摘している。(Donth and Garcia,1999;palmer and Griffith,1998)。
また、印刷カタログの歴史は長く、今日ではインターネットのよう
な遠隔コミュニケーションも発達しているので、インターネットカ
タログの潜在力は非常に高いと指摘している。しかし、オンライン
カタログは重要であるが、この分野というのは比較的新しい分野ゆ
え、先行研究の中で伝統的な印刷媒体カタログと同列で扱われてき
ていたと指摘されている。Lohse and Spiller(1998)やその他の研究
者が伝統的な印刷媒体カタログはインターネットと並存していくで
あろうと主張している個人の購買態度と購買意図の印刷カタログと
インターネットカタログの差異について実証研究を行った。この結
果の知見としては、この2つの媒体には違いがあるということが提
示されている。 
・信頼性・ 明白性・ リスク 
これらに加えて 
・ 製品価値・ 購買前情報・ 商品選択後情報・ 購買経験・ リスク
これらに関しては購買態度と購買意図に影響を与えるということが
判明した。 
顧客は情報収集をインターネットに求めている。購買するかどうか
というのは求めているものではなく、今回の結果としては 
1.情報が欲しい、2.複雑な購入プロセスはNGである 
ということが判明したとされている。今後の為には夫々の要因を解
決すべきであると指摘している。 
Griffith, D.A., 
Krampf, R.F., Palmer, 
J.W.  
2001 
Eコマースにおける消費者関与理論のインターフェイスの役割をオ
ンラインとカタログで比較した実証研究を行っている。 
インターフェイス関与理論は物理媒体とコンテンツ表示インターフ
 63
ェイスの反応を分析するのに使用されるが、今回これをベースに印
刷カタログとインターネットカタログの刺激を計測した。結果はイ
ンターフェイス関与理論が支持され、印刷カタログのほうインター
ネットカタログよりもより影響力があると提示された。 
実務上の示唆として、印刷カタログをそのままネットに掲載しただ
けでは適切な効果は得られない、カタログは印刷されていれば「読
む」という行為であるが、インターネットでは「スキャン」という
行為になるからであるという指摘がされている。 
Liang, T.-P., Lai, 
H.-J. 
2002 
顧客志向に基づいたWEBショップのデザインについて検討した研究
である。動機、予防法、メディアリッチネスの3カテゴリーについ
て、3つのオンライン書店で実証し、これらの要因が重要である事
を証明した。デザインは購買決定に大きく影響しているということ
が提示された。結論としては取引サポートと購買後サービスの充実
が鍵となっているということが示された。また、オンライン通販に
再びアクセスしたいと思うことと購買したいと思うことは別物であ
るという結果は想定の範囲内であったということも示された。 
Kaufman-Scarborough, 
C., Lindquist, J.D. 
2002 
5つの無店舗チャネルの調査研究を行っている。 
その結果、インターネットをブラウジングしたりインターネットで
購買したりする購入者は利便性知覚に関するマルチチャネルオプシ
ョン使用が異なっているということが提示された。 
 Kwak,Hyokjin, and 
Fox,Richard 
J.,Zinkhan,,George 
M. 
2002 
どのような製品がインターネットを通じてうまく販売できるのかに
ついての研究を行っている。 
情報深度の高低と、製品サービスがインターネット購買において一
般的であるかどうかという2軸4象限で分類を行い、音楽製品はネ
ット購買・低情報必要性という観点でウエブで販売がしやすいとい
うことが提示されている。 
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Swinyard, W.R., 
Smith, S.M. 
2003 
オンライン購買者のライフスタイル特徴についての研究を行ってい
る。 
若く、高収入で教育水準が高く、コンピュータリテラシーがあり、
コンピュータを多用し、インターネットも多用するという特徴があ
るという仮説を基に懸賞を行い、今回の研究ではさらにオンライン
購買者と非購買者の間にはインターネットが関わる特徴的なライフ
スタイルのマーケットセグメントがあるということが提示された。
Liu, X., Wei, K.K. 2003 
個人のEコマース採択行動における製品間の違い(物品(本)とサー
ビス(バンキングサービス))の研究を行っている。 
物品のほうがより強く知覚リスクの影響を強く受けるということ、
逆に、サービスの購入検討の際には利便性の影響を強く受けるとい
うことが提示された。 
Korzaan, M.L. 2003 
購入の流れ：オンラインの購入意図の予測について、Theory of 
Reasoned Actionによるモデル構築と実証研究を行っている。 
インターネット購入に対する態度はオンライン購買取引における行
動意図の影響を受けることが示された。探索態度もまたオンライン
購買態度に重要な影響を与える独立変数だということが判明したと
いうこと、これによって構築されたモデルは60％の個人オンライン
購買の意図を説明することが出来たということが提示されている。
Heijden, H.V.D., 
Verhagen, T., 
Creemers, M. 
2003 
テクノロジーと信頼性の視点での実証研究を行っている。 
Eコマースサイトにおけるオンライン購買の消費者意図である要因
を2つの異なる視点から調査したものである。 
その視点とは技術指向視点と、信頼指向視点であり、信頼性の先行
研究における要因「知覚リスク」と、技術的な先行研究における要
因「知覚される利用のしやすさ」は直接オンライン購買に対する態
度に影響を与えていると提示されている。 
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Chiang, K.-P., 
Dholakia, R.R. 
2003 
消費者のオンラインショッピングでの情報計測段階での購買意図に
ついて調査を行っている。 
3つの変数で情報計測段階の消費者意図を計測した。 
1.利便性 
2.製品タイプ 
3.価格 
利便性と製品タイプが消費者の情報計測段階での購買意図に関わる
ということ、利便性はネット購買意図を増大させる理由である事が
示された。 
時間的なことを気にする消費者にとっては伝統的店舗が不利である
ということが今研究では示された。 
今回、製品タイプについても明らかにされた。また、価格の影響に
ついては不支持(影響は無い)とされた。 
利便性と製品タイプというのは消費者のオンライン通販意図を増大
させる要因であった。価格の影響について確認する必要があると指
摘している。 
Im, S., Bayus, B.L., 
Mason, C.H. 
2003 
構造分散方程式と最小二乗推定法を利用した、実証実験を行った。
生来消費者革新性(innate consumer innovativeness)が個人特性と
新規製品採用行動がどのように関連付けられているのかの調査を行
い、年齢・年収が重要な要素であるということであると提示された。
個人の性格特性は、生来消費者革新性や消費者革新性の関係性を緩
和させるものではなかったということも提示された。 
年収と年齢が、生来消費者革新性に於いて、電化製品の新規購入(所
有)に関係があるということを発見した。より高収入で、よい若い年
齢である消費者は新製品を採用する傾向にあるということである。
個人特性と生来消費者革新性の一般化傾向の関連性は支持されず、
生来消費者革新性と新製品採択行動の間の関係は(統計学的には重
要だとされたが)弱いと結論付けられたと提示されている。個人の性
格と購買行動は、ゆえに、研究結果はGoldsmith et al(1995)が提
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示した生来消費者革新性と新規採択行動の関連性はとりわけ突出し
たものではないという議論を支持していると提示された。 
Ahuja, M., Gupta, B., 
Raman, P.  
2003 
オンライン購入者の態度の実証実験、オンラインにおけるブラウジ
ングと購入態度に影響する要因と関連性について調査を行った。 
便利で選択ができて価格が安くて独自のサービスがあり、個人的な
オファーもあり、簡便な情報接続性があり、プライバシーも守られ
ているという消費者の知覚がオンライン通販の優位性であるが、し
かし、うまくいくオンライン通販とそうでないショップがある。こ
れについて検討を行ったものである。カテゴリー、幾らまでなら出
費をしてもよいか、購入前に比較するショップ数、そして購買決断
の理由について、これらを研究の課題とし、結果、利便性と顧客サ
ービスが強い動機となることが提示された。 
Gunasekaran, A., 
Ngai, E.W.T.  
2003 
WEBデザインがどのようにオンラインショッパーの態度や行動に影
響があるのかという理論的面からの研究を行った。 
今研究ではWEBデザイン要素がどのように影響を与えるのかの測定
尺度の概念的枠組みが提示されている。BRMによる実証研究によっ
てインターネット上で顧客の信頼性を強化する数々のカテゴリーの
要素が提示された。また、同様に購入意図を変化に導く態度にプラ
スの影響を与える構造も提示された。 
Mahmood, M.A., 
Bagchi, K., Ford, 
T.C. 
2004 
26カ国でのオンライン通販の比較研究を行っている。信頼性、経済
状態というのはオンライン購買の要因たりえるが、教育水準や技術
知識というのはオンラインショッピング行動にとりわけプラスの結
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果とならなかったと提示されている。 
Keen, C., Wetzels, 
M., de Ruyter, K., 
Feinberg, R. 
2004 
実店舗とカタログ、インターネットの消費者選好の実証研究をおこ
なっている。 
消費者の決定プロセスはまず小売フォーマット(チャネル)を選択す
ること、そして製品の価格がどうなのかということが第一要件であ
るということが示され、ネットは店舗をいずれ凌駕するであろうと
いうことも結果から仄めかされている。しかしながら、オンライン
通販を選択肢の一つという捉え方で考えている顧客セグメントが存
在するというようだということ提示され、研究結果から、実店舗は
カタログとインターネットに比較して強大なアドバンテージを保持
しているということが判明したと結論づけられている。 
CDとPCの比較では、一番重要な要素が異なっており、CDではフォ
ーマットが、PCでは価格が最重要でありそれはCDのほうがより低
リスクで購買できるからだと指摘されている。 
George, J.F. 2004 
計画行動論(TPB）とインターネット購買の実証研究を行っている。
プライバシーをインターネット業者に提供するのがいやでインター
ネット購買を行わないという層が存在するということが先行研究で
提示されており、今研究では、オンラインに対しての信頼性と自分
自身のオンライン購買能力への信頼性が高さのある消費者のほうが
よりオンライン購買を行うということが判明したとされる。 
So, W.C.M., Wong, 
T.N.D., Sculli, D. 
2005 
香港での購買行動、購買前と購買後についての研究を行っている。
WEB探索行動とWEBショッピング採択行動は直接的に影響し、WEB
購買態度、過去のネット購入経験、過去のネット経験は間接的に影
響するものであったと提示されている。 
ネット経験やネットショッピング経験のある消費者はさらなるポテ
ンシャルを持っている。また、買い物が嫌いであったり買い物を急
ぐという消費者はゆくゆくは確実に上記とは別グループのWEBショ
ッパーとなるであろうと示唆されている。 
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Ramus, K., Nielsen, 
N.A. 
2005 
オンラインの生鮮食料品販売について、消費者はどのように考えて
いるのか、目的計画行動理論(TPB)を理論フレームとして、一般的な
インターネット購買と生鮮食料品インターネット購買について追求
した研究を行っている。 
UKとデンマークの7つのグループインタビューを行った。これらの
グループは多かれ少なかれ貯蓄に対する考え方に似た点があったと
示されている。オンラインの生鮮食料品販売について実店舗より優
れている点は、利便性、種類の豊富さ、価格であり、劣った点は品
質、そして買い物というレクレーションの機会の喪失であったと提
示されている。 
Dholakia, R.R., Zhao, 
M., Dholakia, N. 
2005 
マルチチャネルリテイリングについてのケーススタディとして、チ
ャネルへのロイヤリティ、チャネルスイッチング、注文サイズ、返
品について、特定カタログの購買データに基づいて調査を行ってい
る。 
結果は4つのグループに分けることができ、カタログ購入者、店舗
購入者、インターネット購入者、非購入者である。 
マルチチャネル使用というのはインターネット顧客にとってとても
すばらしいものであり、それは低リスクで低学習コストであるから
であるということ、取引情報からは、消費者特性や動機というもの
が購買態度に対する影響というのは限定的だと提示されている。 
コストが掛かっても、マルチチャネル化は収益をもたらすというこ
とが判明し、消費者特性が特定チャネルの利用においては大きな役
割を果たすと指摘されている。結論として、チャネル特性が最終的
には異なる消費者グループの相対価値に影響を及ぼすことが示され
ている。 
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 Kumar, V., 
Venkatesan Rajkumar  
2005 
マルチチャネルと消費者特性と企業の関係がどのようなものか、概
念フレームワークの展開を行っている。 
複数の製品カテゴリーから購入している消費者で、企業により多く
接触していて、購買頻度が高い者は高頻度で企業から複合的なコミ
ュニケーションを受けているということが提示された。また、返品
とマルチチャネルショッピングの間には非線形的な関係性があると
いうこと、マルチチャネルショッピングには相乗効果があるという
ことが示された。 
Goldsmith, R.E., 
Flynn, L.R. 
2005 
店、ネット、カタログ行動のアパレルでの比較研究を行っている。
購入量の多い消費者はどのチャネルでも購入をするということが提
示され、従来型店舗にとって、皆が考えているほどインターネット
は脅威ではないが、カタログにとっては影響が大きいと指摘されて
いる。 
Shang, R.-A., Chen, 
Y.-C., Shen, L. 
2005 
消費者のオンライン購買動機についての研究を行っている。内在的
な動機は、消費者のオンライン購買動機受容を用いて説明でき、実
証結果は、WEB上のファッションと認知吸収経験が消費者行動にお
ける外在的要因より重要であったにも関らず、利便性はオンライン
消費者行動の先行要因ではなかったと提示されている。 
Elliott, M.T., Speck, 
P.S. 
2005 
消費者のオンライン通販での購入意図の研究を行っている。 
前提としてネットが普及するにつれて、顧客の満足度が低下を続け
ていると指摘している。 
今研究では6つのウエブサイト要因と2つの個人差について調査を
行い、結果、オンラインでは、一番重要な使用者達にとって関与・
経験的に最もぴったりとくる要素を強調すべきだと指摘している。
ウエブサイトにとって使い易さというのはとても重要な要素である
低検索コストにおける製品情報が導かれる。小売ウエブサイトでは
例えば“Pick a Category””Way to Shop”のようなサインを使い
ながら新規購買者を導いていくのが望ましく、製品情報については、
プラスの効果が認められたと提示されている。 
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また、低関与の消費者にとっては環境要因がより重要になっており、
カレンシーはとても重要な要素である。信頼性は購買決定態度にお
いて重要であるという提示もされている。 
Huang, Y., Oppewal, 
H. 
2006 
サウスイングランドでの生鮮食料品購買について、なぜ(2006年現
在でも)オンラインで購入をためらうのかその要因調査を行ってい
る。 
4つのシチュエーション要因(配送料、時間利用可能性、店への所要
時間、店舗を訪れる動機）が検討され、その中でネックだと思われ
ていた配送料が掛かるということは、最重要項目ではなかったとい
うことが指摘されている。 
Lu, Y., Rucker, M. 2006 
アメリカと中国の学生のチャネル選択についての比較研究を行って
いる。中国とアメリカで傾向が異なり、マルチチャネル志向は中国
の学生ではプラスであったが、アメリカの学生ではマイナスに影響
していると提示されている。 
Devaraj, S., Fan, M., 
Kohli, R. 
2006 
チャネル選好の実証研究を行っている。 
特定の無意識的構造変数が見つかり(タイムレスポンス、パーソナリ
ゼーション、WEBデザイン、セキュリティ、信頼性)、さらにこれら
(タイムレスポンス、パーソナリゼーション、信頼性)が消費者満足
につながっていると提示されている。しかし、ウエブデザインは消
費者満足に影響しないとも提示された。 
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Schröder, H., 
Zaharia, S.  
2008 
ドイツのマルチチャネル利用についての研究を行っている。どのチ
ャネルを使用するかで満足度が違うということが提示されている。
動機としては5つを特定した。レクレーション指向、利便性指向、
独立志向、配送関連リスク嫌悪、製品－支払い間リスク嫌悪である。
シングルチャネルユーザーが最も感情的社会的な満足を得ていると
示された。無店舗のシングルチャネルユーザーは利便性と独立性を
求めており、カタログユーザーとインターネットユーザーでは購買
動機が異なっていた。つまり無店舗という括りでは纏められなかっ
たということが指摘されている。カタログユーザーと比較して、イ
ンターネットユーザーはリスク嫌悪度が低い傾向にあった。マルチ
チャネルユーザーは、オンライン通販の情報を得つつ実店舗で購買
することでリスク低減を行っていることが提示されている。 
Slack, F., Rowley, 
J., Coles, S. 
2008 
映画祭のチケット販売におけるマルチチャネルコンテクストについ
ての実証研究を行っている。 
研究結果として口コミは重要であるということが指摘されている。
年齢・性別でのチャネル使用パターンは変化がなかった。 
意思決定プロセスの段階の異なるチャネル使用においてどのプロセ
スにおいてもチャネル選択は1度というわけではなく、しかしなが
ら消費者は意思決定プロセスにおいて1つ以上のチャネルを使用し
ているものと思われるということが指摘されている。 
「カスタマーチャネルエンプロイメント」モデルの理解と展開のた
めに組織化が重要である、芸術マーケティングにおける口コミの重
要性という先行研究について追確認ができたというのが本研究の結
果であるが、性別(ジェンダー)、年齢に関してのマルチチャネル使
用について追求をするのであればいくつかの予備準備が必要である
という今後の示唆も提示されている。 
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第9章 マルチチャネル化とオンライン通販 
第 1節 マルチチャネル研究の始まり 
” multi-channel “というキーワードでの研究がさかんになり始めたのはいつからなの
か。Barwise, Farley(2005)は E-Marketingの時代が始まったと述べている。 
Scopus(http：//www.scopus.com)での検索を行ってみると” multi-channel “キーワー
ドが急増しているのは2005年の25件から2006年の100件であった。前章で既に紹介をし
ているが、同様に“E-commerce“でのキーワード検索を行った際には1999年で34件のと
ころが2000年に167件と急増していた。“E-commerce“が急増した年と約5年のタイムラ
グがある。キーワードだけで単純に研究が注目されているかどうかの証拠にはならないが、
ある目安にはなるだろう。 
＜表＞２１ “Multichannel”キーワード検索 
年 件数 
1998 4 
1999 10 
2000 7 
2001 18 
2002 19 
2003 20 
2004 26 
2005 25 
2006 100 
2007 117 
2008 128 
2009 86 
小松調べ(2010年1月) 
注：キーワード：”multi-channel”、ジャンルは社会科学分野に限った 
Scopus(http://www.scopus.com) 
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1項「マルチチャネル的」参入 
前章でも Van Vliet, P.J.A., Pota, D.(2001)によるオンライン参入業者の 5 分類を提
示しながら指摘をしたが、オンライン通販への参入企業は必ずしもオンライン通販専業と
いうわけではなかった。小売業者が様々なバックグラウンドを持ちながらオンライン通販
に参入してきたのである。アメリカでAmazon.comが開設されたのが1995年、その2年後
には実店舗の巨大書店チェーンであるBarnes & Nobleがオンライン通販を開設している。
複数チャネルを持つというそれ自体を「マルチチャネル」というのであれば、オンライン
通販チャネルが出現して間もない時点からチャネルを複数持っている小売企業というのは
存在していた。 
 
2項 マルチチャネル議論の流れ 
マルチチャネルをめぐる議論の流れは大きく 2 つに分けられる。1 つはそれまでシング
ルチャネルで販売活動を行ってきた小売企業が、あえて複数チャネルを持つということに
対する意味があるのかどうかという議論である。ここで言うマルチチャネルは基本的には
非オンライン通販チャネル企業がオンライン通販チャネルを持つことの是非についてであ
る。マルチチャネル研究がまだそれほど注目されていなかった2005年以前の議論が中心で
ある。Simons,Luuk P.A., Steinfield,Charles., Bouwman,Harry(2002)、Biyalogorsky, E., 
Naik, P. (2003)、Kumar, V., Venkatesan Rajkumar (2005)、これらの研究では、企業に
とって複数チャネルを持つことは(チャネル維持の為のコストが増加するものの)結果とし
て収益の向上につながるということを共通して指摘している。Biyalogorsky, E., Naik, P. 
(2003)ではタワーレコードの顧客データを利用した検証を行っているが、実店舗とオンラ
イン通販顧客の間には当初恐れられていたような売上のカリバニゼーションの影響は低く、
むしろWEBによるマーケティングが企業にとって資産となるということを提示している。 
また、Goldsmith, R.E., Flynn, L.R.(2005)はチャネル間での顧客の奪い合いという観
点から述べている。実店舗にとってはオンライン通販は脅威ではないが、カタログにとっ
ては影響度が大きいと提示している。 
もう1つの議論は、マルチチャネルバイヤーがどのような購買行動を行うのか、につい
ての議論である。これに関しては 2002 年前後から議論が続いている。
Schoenbachler ,Denise D.,Gordon, Geoffrey L.(2002)は、オンライン通販にとってのマ
ルチチャネル化という視点からの議論を行っている。それ以外のケースでは
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Kaufman-Scarborough, C., Lindquist, J.D.(2002)は知覚利便性の差異がマルチチャネル
顧客と非マルチチャネル顧客の間にあると指摘している。 
購入頻度との関連性の指摘もある。Kumar, V., Venkatesan Rajkumar (2005)は購入頻度
の高い顧客というのは、企業側から複数のチャネルによる複数回の接触を受けているとい
うことを提示している。Goldsmith, R.E., Flynn, L.R.(2005)は、購入量が多い消費者ほ
どどのチャネルを利用してでも購買するということが指摘されている。複数チャネルでの
接触回数の増加が購買を伸ばしているのか、逆に購買量が多い顧客だから複数チャネルへ
の接触回数が多いのかはここでは解明されていない。しかし、Lee, H.-H., Kim, J.(2008)
によると、消費者の購買意思決定の順番として、まず最初に様々なチャネルを利用して購
買前に情報検索を行い、その後どのチャネルで購買を行うかを選択していると提示されて
いる。また、Schröder, H., Zaharia, S. (2008)はマルチチャネルユーザーがまずオンラ
イン経由で情報を探索して、その後実店舗で購買を行うという指摘をしている。この場合
には、インターネットというのは単なる情報検索のツールとして利用され、実際の売上と
いうのは実店舗が持っていってしまうという構造につながる。 
このことは大きな問題につながる可能性がある。インターネット検索した情報源と購買
先の企業が異なる場合があるということである。A社のオンライン通販サイトで検索して、
実際に品物を確かめるためにA社の実店舗に立ち寄って購買決定を行うのであれば、問題
は無い。しかし、A 社のオンライン通販サイトで検索をして、実際には B 社の実店舗で購
買してしまうということが起こりうる。特に、販売会社がオリジナリティーを持つことが
出来ないような商品(卸し元から購入して小売企業が販売するようなもの、家電、本、ブラ
ンドネームのあるアパレルなど)に関してはA社が掛けたコストが回収できないままB社ば
かりが得をするという構造になりやすい。特に価格比較サイトなどで明確に差が提示され
るような製品(何もかも同じ、小売企業別のオプションがない)というような製品は、競合
他社に対する何らかの優位性が無い場合、インターネットサイトが単なるコストセンター
になってしまうことになる。 
しかしながら、このような「横取り」行動を防ぐ対策を適切に行えば、オンライン通販
をマルチチャネルの1つとして企業が持つことは売上獲得にとって効果的である。 
近年の議論では、企業にとってマルチチャネルでの小売活動を行うことの是非というテ
ーマは少なくなっている。マルチチャネルを持つということが前提での議論となっている。
その上で、Schröder, H., Zaharia, S.(2008)、Lee, H.-H., Kim, J.(2008)ではチャネル
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による満足度の差異の要因などがテーマとして提示されている。Schröder, H., Zaharia, 
S.(2008)は(複数の)シングルチャネルユーザー、マルチチャネルユーザー間の満足度の差
異が起こる動機を特定した。レクレーション指向、利便性指向、独立志向、配送関連リス
ク嫌悪、製品-支払い間リスク嫌悪である。チャネルによってこの5指向に対する親和性が
異なっている。この為、満足度の差異が生じているのだという。また、シングルユーザー
のほうがマルチチャネルユーザーよりも満足度が高いと提示されている。マルチチャネル
ユーザーは前掲のような、オンライン通販サイトでの情報検索→実店舗購買というユーザ
ーであると示され、彼らがそのような行動をする理由としてリスク低減目的が挙げられて
いる。つまり、シングルチャネルでは満足が出来ない顧客がマルチチャネル利用を行って
いるということである。見方を裏返せば、マルチチャネル化を行うことで「検討はするが
購買はしない」層を顧客として獲得できる可能性が出てきたということができる。 
Lee, H.-H., Kim, J.(2008)では、アパレル購買についてのマルチチャネル研究を行って
いる。ファッションへの意識と購買チャネルへの指向によって顧客満足度が異なると指摘
している。この研究ではチャネル比較を行っているわけだが、他研究では1つに括られて
いる実店舗を非地域的／地域的という 2 つに分けて検討している(ちなみに無店舗はイン
ターネット、カタログ、テレビショッピングであり、合計5チャネルでの比較である)。無
店舗チャネルにおける満足度が高い顧客というのは 2 通りあって、1 つはカタログ／イン
ターネット購買を指向する層、1 つは非地域的(地域密着でない＝チェーン店や量販店)実
店舗での購買を指向する層である。前者の層はそもそも無店舗販売を指向しているので、
購買時の満足度が高いということは当然だと考えられる。興味深いのが後者であり、実店
舗での購買を指向しながらもインターネットでの購買で満足度が高いのである。この点に
ついては特に著者のインプリケーションがあるわけではないが、非地域密着型店舗という
のは密着型店舗に比べて販売員と顧客との接触頻度が少ない可能性がある。この為、非地
域的実店舗での購買指向を持つ顧客が、販売員との接触が無い無店舗販売での購買に満足
感を得ているということも考えられる。 
ただし、この販売員との接触の有無がオンライン通販での購買要因たり得るかという点
については議論が分かれる。Anna Lund Jepsen(2007)では、販売員との接触をしたくない
からというのはインターネットでの情報検索要因ではなかったと提示されている。また、
Ramus, K., Nielsen, N.A.(2005)に於いても、買い物というのはレクレーションの機会で
あり、それが損なわれることはインターネット購買要因に対してマイナスの要因となると
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指摘している。あるいは、Schröder, H., Zaharia, S.(2008)が指摘した無店舗チャネルユ
ーザーの独立性指向性が関連するかもしれない。非地域的店舗では地域的店舗と比較して
顧客の独立性が確保される可能性がある。チャネル毎の満足度の検討は今後も研究課題と
なってくるであろう。 
 
＜表＞２２ マルチチャネルに関する論文一覧とその概要 
著者 
掲載
年 
内容 
 
Schoenbachler ,Denise 
D.,Gordon, Geoffrey L. 
2002 
マルチチャネルショッピングとして、何がドライバーとなってチャ
ネル選択が行われるのか、レビューを行っている。 
前提として、オンラインショッピングはマルチチャネルという問題
に面している為、オンライン通販がマルチチャネルとどのように付
き合うべきかの示唆が行われている。マルチチャネルバイヤー行動
がどのようなものかの提示がされている。 
Kaufman-Scarborough, 
C., Lindquist, J.D. 
2002 
5つの無店舗チャネルを取り上げ調査研究を行っている。 
その結果、インターネットをブラウジングしたりインターネットで
購買したりする購入者は利便性知覚に関するマルチチャネルオプ
ション使用が異なっているということが提示された。 
 Simons,Luuk P.A., 
Steinfield,Charles., 
Bouwman,Harry 
2002 
マルチチャネルマーケットアプローチにおけるWEBの戦略的ポジ
ショニングのケーススタディを行っている。 
企業はしばしばWEBを脅威と受け取るが、徐々に実店舗とWEBには
シナジー効果があるということがクリアになりつつあり、チャネル
は顧客との相互的な関係性の種類に依存した異なった強度を有し
ているということが提示された。 
Biyalogorsky, E., 
Naik, P.  
2003 
クリック&モルタル方企業の事例研究(タワーレコード)を行ってい
る。 
小売業者にとって、インターネットにおける売り上げはたいしたこ
とがないという認識であった今回、店舗とネットショップの売り上
げのカリバニゼーションと、インターネットショップが企業にとっ
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てどのような資産価値があるのかの調査が行われた。結果、カニバ
リゼーションの影響は低く、(小売店舗)企業にとってWEBでの活動
は資産となるということが提示されている。 
Gunasekaran, A., Ngai, 
E.W.T.  
2003 
WEBデザインがどのようにオンラインショッパーの態度や行動に
影響があるのかという理論的面からの研究を行った。 
今研究ではWEBデザイン要素がどのように影響を与えるのかの測
定尺度の概念的枠組みが提示されている。BRMによる実証研究によ
ってインターネット上で顧客の信頼性を強化する数々のカテゴリ
ーの要素が提示された。また、同様に購入意図を変化に導く態度に
プラスの影響を与える構造も提示された。 
Dholakia, R.R., Zhao, 
M., Dholakia, N. 
2005 
マルチチャネルリテイリングについてのケーススタディとして、チ
ャネルへのロイヤリティ、チャネルスイッチング、注文サイズ、返
品について、特定カタログの購買データに基づいて調査を行った。
結果は4つのグループに分けることができた。カタログ購入者、店
舗購入者、インターネット購入者、非購入者である。マルチチャネ
ル使用というのはインターネット顧客にとって低リスクで低学習
コストという大きな利点があり、取引情報からは、消費者特性や動
機というものが購買態度に対する影響というのは限定的だという
ことが提示された。コストが掛かっても、マルチチャネル化は収益
をもたらす消費者特性が特定チャネルの利用においては大きな役
割を果たし、マルチチャネル下においては消費者態度に影響を及ぼ
すためにマーケティングに注力できるチャネル特性が最終的には
異なる消費者グループの相対価値に影響を及ぼすと指摘している。
 Kumar, V., Venkatesan 
Rajkumar  
2005 
マルチチャネルと消費者特性と企業の関係がどのようなものか、概
念フレームワークを展開した研究を行っている。 
複数の製品カテゴリーから購入している消費者で、企業により多く
接触していて、購買頻度が高い者は高頻度で企業から複合的なコミ
ュニケーションを受けているということが提示されている。また、
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返品とマルチチャネルショッピングの間には非線形的な関係性が
あるということ、マルチチャネルショッピングには相乗効果がある
ということが示された。 
Goldsmith, R.E., 
Flynn, L.R. 
2005 
店、ネット、カタログ行動のアパレルでの比較研究を行っている。
購入量の多い消費者はどのチャネルでも購入をするということが
提示され、従来型店舗にとって、皆が考えているほどインターネッ
トは脅威ではないが、カタログにとっては影響が大きいと。 
Elliott, M.T., Speck, 
P.S. 
2005 
消費者のオンライン通販での購入意図の研究を行っている。 
前提としてネットが普及するにつれて、顧客の満足度が低下を続け
ていると指摘している。 
今研究では6つのウエブサイト要因と2つの個人差について調査を
行い、結果、オンラインでは、一番重要な使用者達にとって関与・
経験的に最もぴったりとくる要素を強調すべきだと指摘している。
ウエブサイトにとって使い易さというのはとても重要な要素であ
る 
低検索コストにおける製品情報が導かれる。小売ウエブサイトでは
例えば“Pick a Category””Way to Shop”のようなサインを使い
ながら新規購買者を導いていくのが望ましく、製品情報について
は、プラスの効果が認められたと提示されている。信頼性は購買決
定態度において重要であるとも提示されている。 
 
Lu, Y., Rucker, M. 2006 
アメリカと中国の学生のチャネル選択についての比較研究を行っ
ている。中国とアメリカで傾向が異なっており、マルチチャネル志
向は中国の学生ではプラスであったが、アメリカの学生ではマイナ
スに影響したと提示されている。 
Devaraj, S., Fan, M., 
Kohli, R. 
2006 
チャネル選好の実証研究を行っている。 
特定の無意識的構造変数が発見され(タイムレスポンス、パーソナ
リゼーション、WEBデザイン、セキュリティ、信頼性)、さらにこ
れら(タイムレスポンス、パーソナリゼーション、信頼性)が消費者
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満足につながっていると提示された。しかし、ウエブデザインは消
費者満足に影響しないとも提示されている。 
Schröder, H., Zaharia, 
S.  
2008 
ドイツのマルチチャネルについての実証研究を行っている。どのチ
ャネルを使用するかで満足度が違うということが提示された。 
この研究では満足度に関係する5つの動機を特定した。レクレーシ
ョン指向、利便性指向、独立志向、配送関連リスク嫌悪、製品－支
払い間リスク嫌悪である。 
シングルチャネルユーザーが最も感情的社会的な満足を得ている
と示され、無店舗のシングルチャネルユーザーは利便性と独立性を
求めていると示された。カタログユーザーとインターネットユーザ
ーでは購買動機が異なっていた。つまり無店舗という括りでは纏め
られなかったという指摘がされている。カタログユーザーと比較し
て、インターネットユーザーはリスク嫌悪度が低い傾向にあった。
マルチチャネルユーザーは、オンライン通販の情報を得つつ実店舗
で購買することでリスク低減を行っているという提示がされてい
る。 
Lee, H.-H., Kim, J. 2008 
製品探索と購入行動でのマルチチャネル使用がどのように顧客満
足レベルに影響を与えるかの研究を行っている。 
4分の3以上の回答者がネット購買を経験しており、確信的／ファ
ッション意識指向購買者とカタログ／オンライン通販指向購買者
がマルチチャネル経由での情報検索手段での顧客満足度のキーと
なっていることが提示されている。確信的／ファッション意識指向
購買者とモールショッピング指向購買者の両者はアパレル購入の
際に店舗での購入でより高い満足度を得ており、非地域的店舗指向
購買者とカタログ／インターネット指向購買者は無店舗でのアパ
レル購買でより高い満足度を得ているとも提示されている。 
消費者は様々な小売チャネルから情報を利用していて、購買指向要
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因はマルチチャネルショッピングを行うかどうかの重要な要因で
あり、消費者はまず様々なチャネルから情報を検索し、そのあとで
どのチャネルで購買するかを選択していたということが提示され
ている。 
Slack, F., Rowley, J., 
Coles, S. 
2008 
映画祭のチケット販売におけるマルチチャネルコンテクストにつ
いての実証研究を行っている。 
研究結果として口コミは重要であるということが指摘されている。
年齢・性別でのチャネル使用パターンは変化がなかった。 
意思決定プロセスの段階の異なるチャネル使用においてどのプロ
セスにおいてもチャネル選択は1度というわけではなく、しかしな
がら消費者は意思決定プロセスにおいて1つ以上のチャネルを使
用しているものと思われるということが指摘されている。 
「カスタマーチャネルエンプロイメント」モデルの理解と展開のた
めに組織化が重要である、芸術マーケティングにおける口コミの重
要性という先行研究について追確認ができたというのが本研究の
結果であるが、性別(ジェンダー)、年齢に関してのマルチチャネル
使用について追求をするのであればいくつかの予備準備が必要で
あるという今後の示唆も提示されている。 
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第10章 実務的なインプリケーション～日本のオン
ライン通販市場 
 
第 1節 日本におけるオンライン通販の普及についての考察 
1項 オンライン通販の現状 
  Van Vliet, P.J.A., Pota, D.(2000).の分類によると、オンライン通販参入企業には
5 つの形態があるということであった。インターネット専業業者、店舗ベース業者、カタ
ログ業者、店舗・カタログ併用業者、製造・卸売業者である。日本のオンライン通販にお
いてもこの業態分類は適用することが出来る。どのような企業がこの分類に当てはまるの
かをイメージするため揃え、チャネル、販売形態から日本の主なインターネット参入業者
のポジショニングイメージを図示してみた。(取り上げた順番に厳密なルールは無い)。イ
ンターネット専業は楽天株式会社、Amazon.com、この2社はネット専業でなおかつ他店舗
集合型である。株式会社千趣会、ニッセン、 株式会社フェリシモ などはカタログ業者の
分類になる。店舗・カタログ併用業者はユニクロ、マルイ(Voi)などが挙げられる。ジュピ
ターショップチャネル(JSC)や QVCなどもネット+多チャネルという意味では店舗カタログ
併用業者の分類に近い。そして、各メーカーが直販サイトとして行っている製造・卸売業
者タイプである。これは様々なメーカーが独自で参入している。 
 82
＜図２＞日本のオンライン通販業界イメージ図 
品揃え 
 
多品目
楽天 
 
2項 2008年現在の状況～日本通信販売協会資料(JADMA)より 
以下は特に注記が無い場合は2008年 JADMA会員社対象の調査である。 
＊売上推計 
  市場全体推計は4兆1,400億円、昨年度比6.7％増加、一昨年と昨年の伸び率が5.4％
であるので、市場の伸び自体もまだ続いているといえる。1999年には約1兆9,600億
円だったものがこの9年で2倍以上に伸びているという状況である。そのうち、JADMA
会員の総売上高は2兆9,000億円である。 
(楽天株式会社・Amazon.com などは JADMA に加入していない。また、大手印刷カタロ
グ通販ベルーナも現在は加入していない。) 
＊インターネット比率  
媒体としての利用 
92％ですでに9割以上である。 
その他はDM71.7％、カタログ59.0％、チラシ53.4％である。 
売上比率 
20.2％、 
多店舗集合 単体店舗 
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単体店舗 他店舗集合 
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単体店舗 
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販売形態
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その他はカタログ24.2％、DM19.8％である。 
尚、インターネットPCの売上比率2007年が 18.1％、2006年が18.3％であった。 
＜表＞２３ JADMA調べ、会員社の媒体利用比率と各売上比率 
媒体 利用比率 売上比率 
インターネット 92％ 20.2％ 
カタログ 59.0％ 24.2％ 
DM 71.7％ 19.8％ 
チラシ 53.4％ 5.3％ 
 
 利用比率と、その媒体がどれだけ配布された露出されたりしたかの比率は提示がされて
いないので、インターネット利用比率の割に売上比率が低い、などと結論付けることは出
来ない。 
また、会員社でない企業の中でも特に大きな楽天株式会社、Amazon.comの割合がこの中に
は入っていない。Amazon.comは日本での売上高が公表されていないが、2,000億円程度と
も言われている。また楽天株式会社は、楽天株式会社市場としての売上高が若干古いデー
タであるが、2007 年通期で 5,370 億円(楽天株式会社 HP より)である。この 2社の合計だ
けでも 7,000 億円以上のインターネット売上を得ていることになる。また、JADMA 会員社
のインターネット売上高が約5,800億円であることから、これだけでも無店舗販売市場全
体のオンライン通販比率は30％を超えていると推計される。 
 
第 2節 カタログ総合通販会社の考えた「オンライン通販」について 
1項「真水」という言葉が示すもの 
 特に総合印刷カタログ通販会社において、売上高を示す指標として「真水」という言葉
が使われることがある。真水というのはカタログ総合通販会社のオンライン通販における、
インターネットにしか掲載されていない商品をインターネット媒体で顧客が商品選択を行
い、インターネット媒体で顧客が受注行為をした商品の売上高のことである。なぜ真水と
いう言い方をするのかといえば、特に印刷カタログ通販に顕著なのであるが、家に届いた
カタログを見て購買決定を行い、注文だけはインターネット経由で行うという顧客が多く
存在するからである。付録に提示したが、例えば株式会社ニッセンにおける「真水」の割
合は10％に満たない(2007年)。また、カタログにも掲載されているものの、インターネッ
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ト経由で商品検索から注文までを決定している顧客の割合は約56％であり、残りの約34％
の顧客はカタログで商品購買を決定し、インターネットで注文を行っていることになる。
つまり、カタログ発行なしには売上が獲得できない割合がまだまだ高いということである。 
株式会社千趣会の例を挙げたい。これは実際の数値が公表されているわけではないが、
2008 年に株式会社千趣会は紙のカタログ配布を中止する試みを行っていた模様だ。「欲し
い方だけ、連絡をしてくれたら今度も紙のカタログを発送」します。というダイレクトメ
ールの送付が行われた。実際著者の家にもDMが送付されてきて、カタログの発送は無かっ
た。しかし、結果として翌年にはカタログ送付が復活している。テストだったのか、それ
とも全体的な試みだったのかは不明である。ニッセンの例といい、株式会社千趣会の例と
言い、総合通販カタログ会社の持っている販売ノウハウに基づいた場合に、インターネッ
ト販売で優位に立てない側面があるということは言えるのではないだろうか。 
 
2項「デジタルカタログ」という発想 
カタログ総合通販企業がオンライン通販に参入した後、各社が非常に特徴的なコンテン
ツを提供している。それが「デジタルカタログ」である。これは、印刷されたカタログを
インターネット上にアップし、クリックをするとあたかも自分がカタログをめくっている
かのような形でページがめくられていく。この技術はオンライン書籍やオンラインマガジ
ン、漫画などでも使われているが、デジタルカタログではそこに付箋をつけたり、注文番
号をクリックするとすぐに発注が出来るというような仕組みが提供されている。また、紙
カタログには無い「拡大」機能があるので、商品をじっくり確認したいときにはそこをク
リックすれば良い。 
 デジタルカタログというのは、カタログ総合通販がオンライン通販における競争優位性
を作ろうとした1つの解答ではないかと考えている。私の印刷カタログ通販会社勤務経験
からも、印刷カタログ通販を念頭に置いたインフラを整備してきた企業がオンライン通販
に参入するには様々な障壁がある。単にインターネット上での販売ノウハウが構築されて
いないということだけではない。(むしろこの点は無店舗販売の先行参入企業であるゆえ、
競争優位にあるかもしれない。)私が感じていた一番の問題点は「スピード」であった。カ
タログ制作は企業やページ数などにもよるが、数ヶ月から1年程度の準備期間が必要にな
る。これでは、商品を仕入れてスペックを打ち込んだらすぐに販売が開始できるインター
ネット専業企業と競合できない。そこで、そのような意味での「スピード」はある程度割
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り切った上で、インターネット専業者が絶対に出来ない「カタログという形での販売ノウ
ハウの資源利用」を行っているのではないだろうか。私としても、1 消費者として客観的
にサイトをのぞきに行った場合、同じ商品でもデジタルカタログで魅力的にレイアウトさ
れた商品と、いわゆるオンライン通販サイト的な「コンテンツ」部分に掲載された商品で
は「買いたい」「魅力的だ」と思う差が激しいという経験をしたことがある。もちろん、デ
ジタルカタログのほうが魅力的だという意味である。(これは実は株式会社千趣会の家具製
品だったのだが、結局紙のカタログをもう一度確認してから購買した)。 
 しかし、このデジタルカタログはインターネット専業企業が真似できないかわりに、非
常に大きなコスト負担がある。紙への印刷代金や郵送代金は掛からなくとも、「魅力的な」
カタログにする為の撮影費用、編集費用というのは莫大なものである。また、いずれにせ
よ印刷カタログがあるからこそ、デジタルカタログがアップできるのであって、印刷カタ
ログの発行をやめるわけにもいかない。 
 カタログ総合通販会社は、今までの蓄積された「カタログ販売」ノウハウをどう活かし
ていくのか、それが今後の課題ではないだろうか。 
 
第 3節 楽天株式会社型インターネットショップ～ショッピングモー
ルという発想 
 特に楽天株式会社のビジネスモデルとして特徴的なのがモールという発想である。(楽
天株式会社の会社沿革は付録に掲載)楽市楽座が由来だという楽天株式会社の名前が示す
とおり、楽天株式会社は楽天株式会社自身で在庫を抱えて発売をしているわけではない。
様々な企業が小さな店を楽天株式会社に「出店」しているのである。その為、WEB 画面上
は同じ「楽天株式会社」に見えるが、個々の商品はそれぞれの店から購入することになる。
このため、楽天株式会社ではショップごとに商品購入上のルールが異なっている。(決済方
法、発送方法、発送までに要する時間、返品条件など)。 
 このようなモール型ビジネスモデルは、モールを主宰する企業に在庫リスクが無いため、
品揃えをどんどんと拡大していくことが可能である。自分自身のファイナンス的な問題の
管理を切り離すことが出来るからである。また、複数企業が同じ商品を出品することも多々
あり、同一商品の中で企業同士が競争を行うことになる。企業自身が開設するサイトでは
サイト内で商品が競合することはまずありえない。競争原理が働くという点で消費者にと
っても非常に「よい」状況を提供できる。また、1 店 1 店は非常に小さな企業で、信頼性
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やリスクという面で不安がある部分を楽天株式会社というモール全体でカバーしていると
いう側面も否めない。 
 マイナスの面としては、楽天株式会社型のモールでは毎回毎回商品購入の為のルールを
消費者が確認していかなければいけないという側面がある。前掲の通り、店によって商品
購入上のルールが違うからである。これは企業自身が開設するサイトであれば基本的には
ルールは最低限の種類に絞られているので、消費者は毎度毎度商品購入ルールを確認する
必要は無い。その意味で、モールでの買い物はたくさんの種類から選べるという側面があ
る分、消費者にとって自己責任的な管理能力も問われるサイト特性があるといえる。 
 さらに、現在日本のオンライン通販で注目すべきサイトとして株式会社スタートトゥデ
イの運営するZOZOTOWN(http：//zozo.jp/)がある。タウンという名前を冠しているところ
からも想像が付くが、「街でのお買い物」を再現するようなアパレル販売サイトである。い
わゆる「ブランド物(高級ブランドではなく、名前が知られているという意味合いでのブラ
ンドである)」や「有名セレクトショップ」の商品が一堂に会して、例えば渋谷や原宿など
で買い物をしているような店舗のアパレルや雑貨を購入することが出来る。 
これは、印刷カタログ通販のサイトや楽天型サイトとは一線を画した、あくまで「街で
買えるものと同じものが買える」ことにこだわったサイトである。確かに、実店舗での買
い物というのは買い物の楽しみという購買動機が強い側面がある。しかし、皆が皆いつで
も渋谷や原宿のような繁華街に出かけていくことが出来るわけではない。特に地方在住の
消費者にとってはこのように「街(東京)での買い物と同じ」という買い物体験がインター
ネット上で再現できるということは非常に価値が大きいと想定できる。また、今まで無店
舗販売(通販)＝ダサい、と考えていた消費者にとっても有名アパレル商品や有名セレクト
ショップ商品が通販で買うことが出来るようになったことでオンライン通販への購買動機
のきっかけになる可能性は相当大きいのではないだろうか。 
 
第4節 メーカーのオンライン通販サイトの抱える問題点 
1項 卸先小売店舗とのカリバニゼーション 
 メーカー(製造業者)が直接開設する通販サイトについて触れる。ここで言う「メーカー」
は従来から直接ないし間接的に実店舗を持つ小売企業に商品を卸していた企業のことであ
る。通常は1次以上の流通チャネルを経て顧客に提供されるものを、メーカーが直接販売
するのであるから、消費者はマージンの中抜き分の低価格を期待するであろうし、メーカ
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ー側も自社サイトがそれゆえ競争優位に立てるという意味で期待をすると考えられる。し
かし、実際にはメーカーが「同じもの」を販売しようとすると卸先小売企業から大きな圧
力が掛かる。小売企業の中でも量販店やチェーン店というのは非常に大きな売上高を持ち、
メーカーへの圧力を掛けるのも容易な状況である。結局、当初期待していたような直販サ
イトでの販売優位性を生かしたメーカーオンライン通販の規模というのはなかなか広がっ
ていかない状況である。 
 
2項 解決案 
 単純な解決案としては、「卸を行っている商品と同じものは販売しない」「卸先と同じ商
品を扱う場合には価格を同等にする」ということが挙げられる。しかし、これでは全く魅
力的な販売サイト構築は行えない。ましてや小売店や印刷カタログ通販系のインターネッ
トサイトでは自分達が卸している商品以外の魅力的な商品も山ほど販売されているのであ
る。目的購買者以外は当然自社サイトを検索もしてくれないというデメリットもある。こ
の為、今までなかなか旧来からの製造業を行っているメーカーの通販がうまく行くという
事例は多くなかった。 
 例えば、オンライン通販専用に商品を開発して上手く売れたとしよう。しかし、そのう
わさを聞きつけた取引先の卸業者が「うちにも卸してくれ」といわれたらそうせざるを得
ない。結局オンライン通販専用商材という商品の付加価値がなくなってしまうのである。
そのいたちごっこであった。 
 今、注目したいのがカメラメーカーのフジフィルムが販売している「アスタリスク」で
ある。正直なところ、カメラのフィルム技術を応用して化粧品に・・・という発想はあま
り魅力的なオファーではないと感じていた。しかし、全くの異業種からの参入ゆえ、前述
のような今までの取引先とのしがらみという観点では考慮をする必要が無く、ある意味自
由に展開が出来ている。(もっとも、その浸透の為には松田聖子と中島みゆきを起用して相
当な広告出稿をしているが)。しかも、(全く化粧品のイメージにそぐわないとはいえ)フジ
フィルムという伝統とブランドネームを持った会社であり、顧客にとっての信頼性やリス
クといった、オンライン通販購買要因のマイナス側面になると指摘されている要因も比較
的低減された形で展開できているといえる。とうとうこの2010年正月にはフジフィルムの
CMの体裁をそのまま使って、希樹きりんがさらなる別商材の宣伝を行っている。 
 全く違うブランドイメージを使って別商材を別チャネルで売るということがどのような
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結果になるのかはもう少し観察をして見る必要があるが、製造業にとって、いままでのし
がらみから自由になりながら「実入りの多い」オンライン通販に参入していくという意味
では解決策の大きな一歩といえるだろう。ただ、このように違う分野に投資ができるよう
な大きな製造メーカーばかりではないのも事実である。その場合には卸先企業との関係性
を良好に保ちながら、ニッチな製品開発を行っていくしか当分はないのかもしれない。 
 
 
第 5節 消費者視点からの日本のオンライン通販市場 
 さて、第１節から第4節までを踏まえて、日本のオンライン通販市場というのは消費者
の購買行動に即した展開を行うことが出来ているであろうか。 
 8 章ではオンライン通販の購買動機について分類を行った。デモグラフィック、個人特
性1(性格的特性)、個人特性2(コンピュータ、インターネットに関るもの)、製品関連、サ
ービス、情報、WEBデザイン、セキュリティ・信頼性、プロモーション、その他という10
分類である(＜表＞16)。購買動機への働きかけは、本章で述べた3つの系統のオンライン
通販（カタログ通販系、楽天型モール系、メーカー通販系）の夫々で異なっていると考え
られる。以下は実際のデータが公開されているわけではないので、マーケットに露出して
いる情報から推測した考察である。 
 カタログ通販系各社はテレビCM出稿、カタログ・チラシ配布・購入時オファーという、
オンライン通販出現以前からの「定石」で購買動機に働きかけていると考えられる。実際、
春・秋シーズンには大量のCMがオンエアされ、各社若干の差はあるもののカタログやチラ
シが投下されている。もちろん、現在ではインターネットに関る技術を活用した顧客獲得
や購買技術も利用されている。 
 楽天系モールはまずはインターネットでの顧客獲得が中心である。インターネット広告、
検索における様々な対策（検索エンジン対策など）、メールマガジンなどに資本を投入して
いる。カタログやチラシに対しての投資をあまり行わない。費用対効果が低いと考えられ
ているようだ。ただ、CM に関しては各社考え方が異なるようだ。楽天は CM での露出はほ
ぼ無い。しかし、ZOZOTOWNは 2010年 SSシーズン時に大量のCMを出稿していた。 
 企業系のダイレクトショップでは自社のブランドネームを利用した「囲い込み」が行わ
れていることが多い。例えば、私の勤務するオリンパスイメージング株式会社のダイレク
トサイトでは、カメラ購入者を対象に写真投稿コミュニティーFOTOPUS で自社顧客の囲い
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込みを行っている。顧客はオリンパス製品を購入し登録をすることで会員になることがで
きる。会員になると写真教室や購入割引などの特典がある。また、サイトに写真を投稿す
ることでポイントが付与され、それを（上限があるものの）ダイレクトサイトでの購買に
利用することが出来る。前述の通り、実は卸先の業者からの圧力が強く商品の価格優位性
はサイトの商品には無いのだが、このような仕掛けをすることで顧客は何度もサイトを訪
れることになり、結果アップセルやクロスセルにつながっていく。 
 いずれの系統のオンライン通販サイトにも言えることは、「信頼性」の担保であろう。こ
れは顧客がこのサイトで買おう、という意思に影響している。以前からの通販サイトや、
企業系のダイレクトショップというのは信頼性の獲得が比較的容易だったと考えられる。
楽天系モールでは信頼性を構築するのに幾ばくか時間が掛かったように見える。 
 その他、情報、セキュリティーなどに関しても、ある程度大規模なオンライン通販サイ
トであればどのような系統から出てきたサイトであれ、ある程度のレベルを担保している。 
 では、系統別で顧客への購買動機に関る項目が大きく異なるのはどこであろうか。マー
ケティング・プロモーション・そしてWEBサイト（デザイン）であると考えられる。それ
ぞれの企業が得意とするマーケティング・プロモーション手段があり、又はそれぞれの企
業の保有する資源の違いによってこの2つは異なっている。これは先ほど述べた通り、ど
こに重点的に投資を行うのかという考え方が異なるので、3 系統のオンライン通販夫々で
異なっている。WEB サイトについて、この点は注目しておきたい。同じように顧客の購買
動機に働きかける機能を持ち、顧客の購買の入り口であるWEBサイトであるが、カタログ
通販系・楽天モール系・企業系でかなり性質が異なっている。顧客の目からもデザインや
サイトの構成の違いが理解できる程である。 
カタログ通販系は例えば千趣会・ニッセン・ベルーナ・ディノス・セシール・・・と比
較していくと驚くほどサイトの構成が似ている。トップページがあり、メインのイベント
のバナーが大きく配置され、その直下にサブイベントやカテゴリのバナー、それから文字
テキストである。それぞれをクリックすると商品のサムネイル（一覧表）が表示され、そ
こから個別の商品を探していくことになる。顧客があまり考えずに、少しでも早い時間で
購買までたどり着くように考えられている。「あまり考えない」為の仕組みがカタログ由来
のものだと考えられる。すなわち、視覚的にすぐに目に付くこと、余分な説明をしないこ
と（必要な場合には語るがそうでない場合には語らない）、サイトにある程度の法則性を持
たせ、顧客が商品の購買の度に混乱しないように誘導している。 
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 楽天系モールではそのような構成にはなっていない。また、企業によってデザインには
それほど類似性は無い。モールの目的によってデザインは異なっている。楽天では、イベ
ントのバナーがトップにあるのは同じだが、まずは検索をさせたり、話題性のある商品を
顧客に検索させようとする。意外とテキストの分量が多い。また、個別の商品（店舗）を
覗くと、非常に豊富な情報量のページが作りこまれている。何がポイントなのか、いつま
でにこれを買えば良いのか、これを買うとどのようなメリットがあるのか、非常に大きな
フォントであったり視認性の高い色彩（例えば赤い大きな文字）を利用して顧客に訴えて
いる。顧客はかなりのスクロールが必要ではあるが、商品の情報を十分に得ることが出来
る。しかし、店舗ごとに（パターンはあるものの）定型化されていない情報伝達方法ゆえ、
カタログ系サイトと比較すると購買時に顧客が混乱する可能性が指摘できる。また
ZOZOTOWNは「街でのお買い物」の雰囲気を出すことが優先される為、楽天サイトのような
テキストや文章での説明は少ない。 
 メーカー系サイトはさらに「説明」「スペック」という要素が大きくなっている。これは
恐らくオンライン通販購入の購買につなげる為だけでなく、他店舗で購買を行うであろう
顧客に向けてのスペック情報提供という役割も持たせているからである。顧客に自社サイ
トで購買してもらうのが最も望ましいが、そうでなくとも結果として自社製品を「どこか
の店で」購買してもらえるのであればメーカーとしては本質的には目的を達成しているか
らだと言える。 
 日本のオンライン通販サイトは、企業側の目的意識によって顧客の購買動機のどこに訴
えようとするかが大きく異なることが、サイトの構成から推測される。 
 顧客にとって、信頼性、セキュリティー、情報提供などは「あたりまえ」のオンライン
通販の品質であり、それに加えて何がそのオンライン通販サイトで獲得できるのか、とい
うのが重要なことではないだろうか。しかし、特にカタログ通販系、メーカー系サイトに
ついて指摘をしたいのは、各社が横並び状態の構成に陥っている可能性である。A 社がや
っているから、B 社がやっているから・・・と、顧客がどのような購買行動を取っている
かではなく競合企業が何をやっているかによってオンライン通販戦略を行っているように
見受けられる。楽天系モールオンライン通販サイトが台頭してきたのは、これらの2系統
に比較して「守るべきもの」が無かった分、顧客のことだけを考えて購買戦略を構築する
ことが出来ているからではないだろうか。信頼性という意味では企業ネームというのはあ
る程度重要な要素ではある。しかし、それだけにぶら下がっていては楽天系モールのよう
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な急速な発展は遂げることが出来ないだろう。 
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終章 研究から得られる示唆 
 オンライン通販の評価は、90 年代後半から現在に至る経過の中で変化してきている。
「特別な存在」だったものが、いまや日常的に利用されるチャネルとして消費者に認識さ
れている。しかし、このような変化の中でも、インターネットチャネルが店舗や印刷カタ
ログと比較して特徴のあるチャネルであることは間違いが無い。 
 今回、当初目論んでいたようなインターネットの発展とともに消費者の購買動機研究に
も大きなテーマの変化がもたらされていたり、購買動機要因が大きく変化しているという
示唆は得られなかった。 
 しかし、研究の質的な面での向上が起こっているということは指摘できると考えている。
オンライン通販研究が開始された1990年代後半から2000年前後には単純にオンライン通
販サイトの分類をすること、どのような企業が参入しているのか、どのような顧客が購買
をしているのかという分析で終わっていたものが、様々な実証研究が行われながら、消費
者行動を中心とした購買動機の詳細の研究に発展していったということがわかった。また、
インターネット通販という単体チャネルの性質を研究していたものが、マルチチャネルマ
ーケティングという考え方を基にチャネルを複合させて企業に相乗効果をもたらすための
研究(消費者がどのようにチャネル間で行動しているのか、ないしは単一チャネル内にとど
まる理由は何なのか)という議論に発展していったということが提示できた。 
そして、今回海外論文レビューを行い、加えて日本のオンライン通販市場の変遷と現状
を纏めたことで実務的な問題点と今後の課題が明確になったと考えている。 
 
限界： 
今回のレビューは主にアメリカやそれ以外の海外での研究結果であり、日本におけるイ
ンターネット環境や普及の仕方とはやや異なっている。このため、同様の実証研究を日本
で実施した場合に結果が異なるという可能性は大いに考えられる。これに関しては、日本
のオンライン通販の実態の章で考察を行うことで補足をした。今回は時系列での購買要因
に焦点を絞ってレビューを行ったが、インターネット技術の進展は非常に早く、またオン
ライン通販のマーケティング技術の発展も非常に早い。加えて、中国のように印刷カタロ
グチャネルの普及が起こる前にオンライン通販チャネルが普及していった地域もあり、そ
れらの国ではアメリカで研究されたのと異なる部分も出てきている。 
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繰り返しになってしまうが、オンライン購買に関する技術的・マーケティング的な発展
というのは非常に早い。レビュー対象としてピックアップした論文について、(最近のもの
であったとしても)議論の古さが否めないものがあった。現在の視点で過去をたどることに
意義はあったと思う。しかし、ことオンライン通販に於いては常に「今」そして「将来」
を確認しながら研究を行わなければいけないと強く述べたい。 
今回は、顧客間での情報交換による購買要因(口コミ)は検討の範囲外としたが、企業と
顧客間のインタラクティブな関係以上に顧客と顧客の関係性によって購買が行われていく
という流れは既に珍しいものではなくなっている。オンライン通販サイトの多くに「口コ
ミ」欄があり、そこに口コミが投稿され、購買検討者はそれを参考に購買をすることも実
際行われている。 
また、携帯通販も検討の対象外としたが、モバイルマーケティング市場については、イ
ンターネット PC 通販市場以上に伸び率が期待されている。もちろん、これは携帯電話の
ブラウジング技術や通信速度が向上していくのと歩調を合わせた発展であるが、iPhone
や、グーグルの開発した携帯用 OS アンドロイド搭載の携帯電話の発売など、モバイルに
おける技術発展の急激さが今後のモバイル通販市場について急激な変化をもたらすという
ことも考えられる。 
これらの新しい情報について、今回のテーマでは触れていないが、今後の「インターネ
ット」通販研究においては重要なキーワードとなっていくと考えられる。 
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 ＜付録 1＞ 株式会社ニッセン(ケースの時点：2008 年 11月) 
 
株式会社ニッセンは、設立は 1970 年、カタログ通信販売と着物の訪問販売業を柱とする
企業である。 
元々は日本捺染と言って、京都の染め物業者であった。ニッセンがカタログ通信販売に
進出したのは、株式会社ムトウの事業がヒントになっている。ムトウは元々ニッセンの取
引先だったのだが、ある時を境に同じ柄の反物の注文が極端に増えていることに気付いた。
実はムトウは地域の婦人会で注文を取りまとめて通信販売で注文を受けていたのだった。
今までの個別注文とは違い、大量に同じ反物を捌く事が出来る。売り上げ効率も良い。こ
れに目をつけ、印刷カタログ通販のニッセンが幕を開けることになった。 
  
会社の沿革は下記の通りである。 
  
1970 年 4月 株式会社日本捺染の商事部を分離し、株式会社日本染芸を資本金 200万円
で設立。本社及び秋田営業所でカタログによる呉服の販売を開始。   
1974 年 10月 本社(現 通販棟)及び配送センター竣工。   
1974 年 12月 商号を株式会社ニッセンに変更。   
1975 年 7月 総合カタログを発行し、衣料品、家庭用品等の販売を開始。   
1980 年 7月 新本社竣工。旧本社を通販本部及び配送センターとする。    
1988 年 10月 大阪証券取引所市場第ニ部、京都証券取引所に上場。   
1989 年 8月 物品輸出入業を目的とする 100%子会社、スパーク・エース・リミテッドを
香港に設立。  
1993 年 8月 ニッセン福井ロジスティクス・センター(現 福井ロジスティクス・センタ
ー)竣工(第 1期工事完成)。   
1995 年 9月 三重県に大型商品配送センターを竣工。   
1997 年 1月 免震構造の最新コンピュータビル、ニッセンインフォメーション・センタ
ー完成。   
2000 年 10月 GE キャピタル(現 GE コンシューマー・ファイナンス株式会社)との合弁会
社ニッセン・ジー・イー・クレジット株式会社を設立。  
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2001 年 12月 シェイプファンデ事業部を分社化。株式会社ニッセンシェイプファンデ設
立。   
2002 年 12月 大阪証券取引所市場第一部に上場。  
2003 年 7月 東京証券取引所市場第一部に上場。   
2004 年 6月 当社の物流機能を 100%子会社、株式会社ニッセン・ロジスティクス・サー
ビスへ移管。  
2005 年 7月 インターネットサイトを通じ、マーケティングプロモーション事業を行う
株式会社 ALBERT(アルベルト)に出資。   
2005年 8月 海外在住者向けにオンライン通販を運営する株式会社ナビバードに出資し、
当社商品の供給を開始。  
2006 年 6月 株式会社ニッセン・ロジスティクス・サービスの株式 50.5%を株式会社豊田
自動織機に譲渡し、社名を株式会社通販物流サービスに変更。  
2007 年 2月 SSC 事業を分社化。(株)InfoDeliver との合弁会社(株)シェアード・ウィン
を設立。  
2007 年 3月 ブドウ由来の原料を用いた化粧品を販売する株式会社葡萄ラボに出資。  
2007 年 4月 宝飾用ダイヤモンドの輸入並びにダイヤモンド・ジュエリーの企画開発、
製造、販売を行う株式会社オリエンタルダイヤモンドの営業を開始、およ
びブライダル宝飾品を販売する株式会社トレセンテの事業を譲受け。   
2007 年 6月 純粋持株会社体制に移行し、株式会社ニッセンホールディングスと、新設
した 100%子会社の株式会社ニッセンに分割。事業は株式会社ニッセンに承
継。   
2007年 12月 生命保険の募集業務および損害保険代理業を行うｎインシュアランスサー
ビス株式会社を設立。   
2008 年 3月 障害者雇用と支援のための株式会社 u&nを設立。(同年 5月に特例子会社認
定を取得)  
2008 年 6月 株式会社ニッセンより会社分割し、現販事業部門を主体とした株式会社ニ
ッセンプレミアム設立。  
2008 年 6月 家具・インテリアを中心にカタログ通信販売を行う株式会社暮らしのデザ
インの全株式を取得。 
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 会社概要 
社名 株式会社ニッセン(英語表記：ニッセン Co., Ltd.)  
設立 2007 年 6月 21日  
資本金 1億円(2008 年 6月 20日現在)  
発行済株式総数 2千株(2008 年 6月 20日現在)  
 
グループ売上高： 
2006 年 1548 億円 
2007 年 1529 億円 
2008 年 1559 億円(予想) 
 
営業利益： 
2006 年 46 億円 
2007 年 45 億円 
2008 年 ‒12 億円(予想) 
 
経常利益： 
2006 年 43 億円 
2007 年 17 億円 
2008 年 ‒9～+11 億円(予想) 
【参照：http：//www.nissen-hd.co.jp/】 
 
1.導入期 
当初カタログは美容院に配布されていた。女性が必ず行く場所、しかも忙しい主婦でも
雑誌をめくる時間がある場所というわけである。注文が入った場合には美容院にもキック
バックがあったので、美容院の経営者も積極的に販売に協力した。売り上げは初年度 1970
年に 8262 万円、1973 年には 43億 4591 万円にまで上昇していった。 
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当初は順調だった美容院配布も、すぐに他社に模倣されることになり、美容院だけで売り
上げを伸ばしていくのは難しくなっていった。オイルショックの影響もあり、1975 年には
初の赤字決算となっている。 
  
2.個人客ターゲットへのシフト 
美容院配布手法の行き詰まりから、ニッセンは個人客ターゲットへとシフトしていった。
1975 年いわゆる「総合カタログ」が発刊された。衣料から雑貨家具まで網羅したカタログ
である。カタログページ数も拡大していった。カタログはドイツの通信販売「Otto」を手
本としてカタログページ構成から、写真の表現方法、スペックやピクトグラムのあらわし
方など徹底して研究を行っていった。 
  
3.売り上げ拡張 
1980 年代から 1990 年代前半にかけた通信販売業は右肩上がりの業界で、各社が売り上
げを伸ばしていった。1987 年には業界売上高が 1兆円を突破している。ニッセンも大量の
テレビ CMを投入し、売り上げを拡大していった。 
1994 年の田嶋陽子出演の「見てるだけぇ」や「ニッセンのちらちらちらしぃー」という耳
に残るキャッチフレーズの CMはこの頃のものである。 
また、当初は国内商社を通じて仕入れを行っていたが、物品輸出入業を目的とする 100%子
会社、スパーク・エース・リミテッドを香港に設立し、通販企業では先駆けて直接海外工
場から仕入れを行うルートを開拓した。 
これにより、海外工場からの直接買い付けによる目玉商品の圧倒的低価格販売が可能にな
った。羽毛布団などが代表商品で、売り上げは数億にのぼった。これは通販での 1シーズ
ンの売り上げとしては驚異的なものである。 
売り上げの拡大に伴い、物流センターや受注システムの拡張も次々と行っていった。 
  
4.通販冬の時代 
右肩上がりであった通販業界も、1990 年代初頭から低迷するようになっていった。ニッ
センも 1993 年から 1995 年までの好業績から一転、1996 年に大幅赤字となる。前年までの
業績を見込んだ受注予測の大幅な誤りにより、在庫が一気に増加した。この年は 63億円の
経常赤字となっている。 
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5.復活 
粗利向上、カタログ見直し、コールセンターのサービス向上、在庫の適正化、販促施策、
販売管理費圧縮などを徹底した結果、1998 年には黒字回復となった。2001 年には大幅業績
回復を果たしている。ただ、かつてのような右肩上がりの通販市場拡大は終わっており、
ニッセンの苦労は続いている。 
業績復活後も、消費税分サービスキャンペーン施策失敗による収益性の悪化などがあり、
順調な拡大とはいえない状況が続いている。物価高騰による原価率の悪化、また、その他
にも、持分法適用関連会社ニッセンGEクレジットの運営するマジカルクラブカードがいわ
ゆるグレーゾーン金利問題により2007 年に損失計上をしている。 
  
■インターネット導入 
1996 年秋、ニッセンは在庫処分を目的としたインターネットサイトを立ち上げた。その
後紙媒体のカタログ商品をすべて掲載するサイトを立ち上げ、2000 年にはインターネット
経由の売り上げが 78億円となっている。2001 年には第 5回目日本オンライン通販大賞を
受賞している。2007 年には「はぴてら」という名称で SNSを立ち上げ、口コミで商品情報
を検索したりコミュニティーを作って情報交換ができるようになった。 
インターネット受注の内訳を見ると、紙のカタログを見て、受注のみをインターネット
で行う顧客が多い。(図 1)インターネットでの注文金額478億円の内、44億円がインター
ネット限定商品の売り上げであり、残りは紙カタログで掲載されている商品の注文なので
ある。つまり、楽天株式会社やヤフーのような、PC内で商品検討から注文が完結する顧客
ではなく、自宅に届いたカタログを見て、インターネットに注文番号を打ち込んでいるの
である。このことからも、ニッセンが大きな意味で「カタログ」通販の域を脱していない
ことがわかる。ニッセン以外でも印刷カタログ通販から始まっている通信販売業では類似
の状況である。カタログ経由ではない顧客の獲得が今後の大きな課題となっている。 
 
図 1 ニッセンのインターネット経由の売上内訳 
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 【参照：http：//www.ニッセン-hd.co.jp/ir/pdf/company/IR_08_02_05_1.pdf】 
 
■商品企画 
現社長の佐村氏は商品企画出身である、そのせいもあって、社内では商品企画力が重要
視されている。バイヤーではなく、マーチャンダイザー(MD)という位置づけで、企画立案
から商品採用までを担っている。ニッセンでバイヤーを名乗っているのは、購買部門であ
る。MD は大きく分けるとアパレル・ハード(家具や生活雑貨)のグループに分かれている。
その中をさらにアイテム別やターゲット別に分類している。たとえばハードは生地物や布
団のグループ、家具やベッドソファーを扱うグループ、雑貨を扱うグループに分かれてい
る。 
マーケティング部門、プランニング部門でのカタログ全体としての方向性の分析検討が
行われた後、売上データに基づいた商品企画が行われる。通販企業の特性として、顧客デ
ータに基づいた分析が重視されている。 
ニッセンがターゲットとする顧客層は必ずしも新しいものや最先端のデザインを求めて
いるわけではない。お手ごろで、なおかつ価格以上の価値がある商品でなければ顧客の支
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持を受けることができない。MDは自社商品の売れ筋分析はもとより、競合企業の商品調査
の徹底と分析が求められ、それに加えて市場動向からトレンドの把握もしなければならな
い。MDの商品採用の裁量は大きいが、売り上げ責任も負う。その為、売り上げを左右する
大きな要因であるカタログ構成についてもある程度のコントロールをしている。 
カタログの方向性の検討から起算すると、商品企画を行いカタログが発行されるまでの
期間は 10ヶ月程度を要する。 
掲載商品は基本的にニッセンオリジナル商品である。他社との差別化を図る(お客様にと
って他社と同じ商品が載っていても魅力あるカタログにはならない)というのが表向きの
理由であるが、このことによって無意味な価格競争を回避できるというメリットもある。 
通信販売の価格政策のひとつに送料の問題がある。送料がいくらなのかというのは顧客
が購買決定する際の大きな要素である。+++円以上送料無料、と謳う通販企業も多い。ニッ
センではあえて送料無料は行っていない。商品そのものの低価格で判断してほしい、とい
うスタンスである。 
 
■カタログ制作 
カタログ製作部門では、企画立案された商品構成に基づいてディレクションを行ってい
る。実際の製作は外注で行われている。長年にわたるデータ蓄積に基づいた社外秘のカタ
ログ製作マニュアルが存在し、そのルールに則って制作が行われる。また、データ分析に
よって表現方法の成功事例・失敗事例の分析がつねになされている。カタログ制作には MD
の経験からのアドバイスも加わる。 
商品の売上の成否は写真の大きさやアングル、商品コピーの表現、価格表現、ページネー
ションなどで大きく変わってくる。 
 
 
■顧客獲得・カタログ配布 
マーケティング部門による顧客データ分析に基づいて顧客獲得が行われている。新規顧客
獲得には書店店頭の無料カタログ配布、インターネット、顧客によるお友達紹介などがあ
る。主要な売り上げ源である春・秋カタログ発行時にはテレビ CMも展開されている。累積
獲得顧客数は 2463 万人、インターネット会員も 600万人を突破した。 
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■フルフィルメント(受注システム・物流) 
通信販売の要のひとつが通販業界でフルフィルメントと呼ばれる部門である。受注から
配送までのシステムのことである。コールセンターシステム・商品配送システムなどが含
まれる。ニッセンでは自社でコールセンター、そしてインターネット問い合わせ部門を擁
している。 
物流に関しては、福井県に小型の、三重県に大型商品の配送センターを置いている。業
界の中では比較的大規模な設備とされている。多くの仕入れ商品はここに受け入れされ、
顧客へと配送される。物流部門は2006 年 6月に豊田自動織機に譲渡され、株式会社通販物
流サービスになった。社長の鈴木氏が豊田自動織機から、副社長の田崎氏がニッセンから
就任している。 
 
■ブランディング 
「見てるだけぇ」のニッセンからの脱却を図るべく、2007 年 1月に新しいコーポレート
ビジョンが発表された。 
「一人一人のお客様が思い描く理想のライフスタイルを提案する企業グループを目指しま
す。」 
これに伴い、ニッセンのロゴタイプも変更されている。従業員一人一人にブランドブッ
クが配布され、今まで自由だった PCのスクリーンセーバーまで新ブランドのイメージで統
一するという徹底ぶりであった。 
 
 
■通販を取り巻く状況 
現在、通信販売市場は 3 兆円とも 4 兆円とも言われている。JADMA(日本通信販売協会)
調べで 2006 年に 3兆 6800 億円である。同じ資料によると1999 年から 2006 年までの成長
率は平均 6.8％である。 
インターネット総合通販ではインターネット専業の Amazon.com がトップである。
Amazon.com 以外の上位はカタログないしはテレビと、インターネットという複数チャネル
を使用した通販である。衣料品・雑貨系ではユニクロのファーストリテイリング、マルイ
という有店舗販売の企業が 1位と 2位にきている。 
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下記ランキングには現れてこないが、近年急成長を遂げている楽天株式会社株式会社の楽
天株式会社市場事業のマーケット規模は 2007 年通期で 5370 億円(楽天株式会社HPより)。
楽天株式会社市場は小さな店舗の集合体であるが、1 つの通販媒体だと捉えると図 2 の無
店舗販売各社を圧倒している。ちなみに、楽天株式会社市場BUの売り上げは 2007 年で 513
億円である。(図 5)。 
また、テレビ通販市場も大きな躍進をしている。テレビショッピング市場は約 4000 億円、
専門チャンネルを持つジュピターショップチャンネル(JSC)とQVCジャパンの2強が高い伸
び率を示している。 
 
図 2 無店舗販売売上高 上位 10社(2006 年) 
  売上高 
ベネッセコーポレーション 2111
ニッセン※ 1664
アスクル※ 1616
株式会社千趣会※ 1454
ベルーナ※ 1219
日本アムウェイ 1168
ダスキン 1128
ミスミグループ本社※ 1054
ディーエイチシー 1045
アマゾンジャパン※※ 1000
単位：億円 日本流通産業新聞調べ ※＝グループ計、※※＝推定 
図 3 総合通販インターネット売上高 上位 10社(2007 年) 
  売上高 
アマゾン(推
定) 
1600 
株式会社千趣
会 
557 
ニッセン 407 
 9
 株式会社フェ
リシモ  
217 
ディノス 178 
セシール 165 
JSC(ジュピター) 130 
ムトウ 92 
ベルーナ 57 
単位：億円  柿尾 ダイレクトマーケティング市場研究(前期木・7限授業 配布資料) 
 
図 4：衣料品・雑貨オンライン通販 上位 5社(2007 年) 
  売上高 
ファーストリテイリング 105
マルイヴォイ 101
ゼイヴェル 85
イマージュ 71
スタートトゥデイ 61
単位：億円  柿尾 ダイレクトマーケティング市場研究(前期木・7限授業 配布資料) 
 
図 5：テレビ通販売上高 上位 10社 
  売上高 
ジュピターショップチャン
ネル 
997
QVC ジャパン 737
ジャパネットたかた 334
オークローンマーケティン
グ 
205
ディノス 117
ガシーレンカージャパン 110
エバーライフ 100
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総通(日本直販) 100
三越 95
日本文化センター 84
単位：億円 通販新聞社調べ 
図 6 楽天株式会社株式会社 楽天株式会社市場事業の売上 
  2006 年 2007 年
売上 410 513
営業利益 195 231
単位：億円 
【参照：http：//www.rakuten.co.jp/info/ir/documents/earnings/2007.html】 
株式会社ニッセン(2003) 『実り高き喜びを求めて ニッセン Corporate History 
1970-2002』株式会社ニッセン  
通販新聞 2007 年 
早稲田大学 MBA(夜間主) ダイレクトマーケティング市場研究(2008 年度前期木曜 7限) 配
布資料 
株式会社ニッセンHP http://www.nissen-hd.co.jp/company/policy.htm 
楽天株式会社株式会社HP 
http://www.rakuten.co.jp/info/ir/documents/earnings/2007.html 
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＜付録 2＞楽天株式会社の沿革 
 
年 会社沿革 サービス 
1997年   2月 株式会社エム・ディー・エム設立    
     5 月 楽天株式会社市場サービス開始 
    
 7 月 楽天株式会社スーパーオークシ
ョンサービス開始  
    
 12 月 楽天株式会社グリーティングカ
ードサービス開始  
1999年  6 月 楽天株式会社株式会社へ社名変更  
 9 月 楽天株式会社フリマオークショ
ンサービス開始  
2000年 
 4 月 日本証券業協会へ株式を店頭登録(ジャ
スダック上場)  
  
   6 月 米国子会社 Rakuten USA,Inc.設立    
  
 9 月 ベターライフテレビ株式会社を完全子
会社化(現 楽天株式会社ティービー株式会
社)  
  
  
 10 月 株式会社インフォキャストを完全子会
社化(現 楽天株式会社トラベル株式会社) 
  
  
楽天株式会社ブックス株式会社設立(日本出
版販売株式会社と共同出資)  
  
  
 11 月 株式会社プロトレードを完全子会社化
(現 ターゲット株式会社) 
  
  
楽天株式会社インベストメント株式会社設立
(現 楽天株式会社エンタープライズ株式会
社)  
  
  
 12 月 株式会社インフォシークを完全子会社
化 
  
  大阪支社を開設    
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2001年  2 月 テクマトリックス株式会社へ資本参加  1月 楽天株式会社大学開設  
   8 月 株式会社ビズシークを子会社化  8月 共同購入サービス開始  
  
株式会社デリナビ・ドットコムを完全子会社
化(現 楽天株式会社デリバリー株式会社)  
  
   9 月 株式会社ジェイゲームを完全子会社化 
 9月 携帯電話サービス「ケータイ版楽
天株式会社市場」開始  
  株式会社フープスを完全子会社化   
  シグニチャージャパン株式会社へ資本参加    
  
 11 月 株式会社ショウタイム設立(株式会社
有線ブロードネットワークスと共同出資)  
  
  
 12 月 株式会社アクトクリエイションへ資本
参加 
  
  株式会社トラフィックゲートへ資本参加   
  株式会社サイバーエージェントの株式取得  
 12 月 アウトソーシングマーケットプ
レイス「楽天株式会社ビジネス」開始 
2002年  1 月 株式会社ネクストへ資本参加    
  
 2 月 株式会社アクトクリエイションを子会
社化  
  
  
 3 月 東京ヴェルディ 1969 とメインスポンサ
ー契約締結  
 3 月 宿泊施設予約事業「楽天株式会社
トラベル」オープン  
    
 4 月 書籍販売「楽天株式会社ブック
ス」グランドオープン  
   8 月 楽天株式会社トラベル株式会社設立 
 8月 日記コミュニティサイト「楽天株
式会社広場」オープン   
  
株式会社サイドビー・ネットワークを完全子
会社化  
  
   9 月 株式会社ビズシークを完全子会社化    
   10 月 株式会社インフォシーク、株式会社フ  10月 楽天株式会社市場出店の新料金
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ープスを合併 プラン「楽天株式会社ライト」を導入 
  シグニチャージャパン株式会社を子会社化   
  株式会社メディオポートを子会社化    
  
 11 月 株式会社コミュニケーションオンライ
ンを完全子会社化 
  
  ワイノット株式会社を子会社化    
   12 月 ライコスジャパン株式会社を子会社化
 12月 「楽天株式会社TVショッピング」
オープン  
  株式会社キープライムを完全子会社化     
    
 1 月 中古販売マーケットプレイス「中
古市場」オープン  
    
 2 月 デリバリー業者紹介事業「楽天株
式会社デリバリー」オープン 
    
動画コンテンツ配信サービス「ショウ
タイム」スタート  
    
 4 月 楽天株式会社市場新料金体系ス
タート 
    
楽天株式会社市場 全店舗、全商品(約
100万アイテム)を対象とする「アフィ
リエイトプログラム」を開始  
    
 7 月 楽天株式会社市場ショッピング
コンテンツを外部サイトに提供開始  
    
 9 月 「楽天株式会社フリマオークショ
ン」と「中古市場」を統合し、「楽天
株式会社フリマ」リニューアルオープ
ン  
    
 10 月 「楽天株式会社市場ニュース」
ＨＴＭＬメールにて配信開始  
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 11 月 楽天株式会社市場内の買い物や
サービス利用時にポイントを付与する
「楽天株式会社スーパーポイント」を
開始  
2003年  3 月 カンパニー制導入  
 3 月 「ケータイ版楽天株式会社市場」
が商品画像付きで利用可能に  
  
 8 月 株式会社ジェイゲームの営業全部を株
式会社インフォシークへ営業譲渡  
 4 月 「楽天株式会社スーパーポイン
ト」による買い物割引サービスをスタ
ート  
  
 9 月 株式会社インフォシーク及びライコス
ジャパン株式会社を合併  
 5 月 「楽天株式会社アフィリエイトプ
ログラム」を「楽天株式会社スーパー
アフィリエイト」にバージョンアップ
  
楽天株式会社デリバリー株式会社から営業譲
受 
チケット予約販売「楽天株式会社チケ
ット」オープン  
  
株式会社有線ブロードネットワークスより
「ネットプライスモール」事業を営業譲受 
 6月 割引・特典クーポンの総合サービ
ス「楽天株式会社クーポン市場」オー
プン  
  アラン株式会社より「GORA」事業を営業譲受 
 7月 動画配信ショッピングサービス
「楽天株式会社ブロードバンド」オー
プン  
  
マイトリップ・ネット株式会社を完全子会社
化   
 9 月 楽天株式会社市場出店の新料金
プラン「楽天株式会社プレミアムライ
ト」を導入  
  
 10 月 楽天株式会社ブックス株式会社を完全
子会社化  
  
  
 11 月 DLJディレクト SFG証券株式会社(現 
楽天株式会社証券株式会社)を子会社化  
  
2004年 
 1 月 株式会社ローソンチケットとチケット
事業に関して業務提携契約を締結  
  
 15
  
 3 月 ヴィッセル神戸とメインスポンサー契
約を締結 
  
  
株式会社デジパ・ネットワークスを完全子会
社化  
  
   5 月 みんなの就職株式会社を完全子会社化   
  
 6月 Ctrip.com International,Ltd.へ資本参
加  
  
  
 8 月 楽天株式会社トラベル株式会社とマイ
トリップ・ネット株式会社を合併  
 8 月 「楽天株式会社カード」サービス
開始  
  
 9 月 ワールドトラベルシステム株式会社へ
資本参加 
 9月 個人向け金融事業サービススタ
ート  
  
株式会社あおぞらカード(現 楽天株式会社ク
レジット株式会社)を完全子会社化  
  
   10 月 株式会社楽天株式会社野球団設立    
2005年  1 月 ドットコモディティ株式会社へ出資    
   6 月 ワイノット株式会社を合併   
  国内信販株式会社を子会社化   
  株式会社サイバーブレインズを子会社化  
 6 月 国内信販発行による「楽天株式会
社カード」誕生  
  
 7 月 株式会社スターツアーズ・ジャパン(現
楽天株式会社バスサービス株式会社)を子会
社化  
  
  
 9 月 LinkShare Corporation を完全子会社
化  
  
  
 12 月 オークション事業を会社分割し、楽天
株式会社オークション株式会社を設立  
  
2006年 
 7 月 ANA セールス株式会社と共同出資で、楽
天株式会社 ANAトラベルオンライン株式会社
を設立  
 3 月 フリーペーパ 「ー楽天株式会社マ
ガジン」創刊 
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 9 月 楽天株式会社証券ホールディングス株
式会社を設立  
SNS「楽天株式会社リンクス」提供開始
  
 11月 楽天株式会社KC株式会社のクレジット
事業を株式会社オリエントコーポレーション
に譲渡  
 10 月 ネット型住宅ローンサービス
「楽天株式会社モーゲージ」提供開始
2007年 
 8 月 フュージョン・コミュニケーションズ株
式会社を株式取得により子会社化 
ANA 楽パック」サービス提供開始  
    
 11 月 「楽天株式会社オークション」
新サービスとして提供開始 
    
匿名エスクローに対応した「楽天株式
会社オークション」サービス開始  
      
  東京都品川区に楽天株式会社タワーを開設  
 1 月 「楽天株式会社市場」の APIを公
開 
  
 9月 ファスト サーチ&トランスファASAとの
合弁で、楽天株式会社・ファスト・モバイル
サーチ株式会社を設立   
生命保険販売サイト「楽天株式会社の
保険」提供開始  
  
 10 月 株式会社オウケイウェイヴと業務・資
本提携  
 2 月 全地方競馬勝馬投票券のネット
販売開始  
  
 12 月 楽天株式会社ブックス株式会社を吸収
合併  
 5 月 「楽天株式会社メッセンジャー」
提供開始  
    
 7 月 株式会社東京都民銀行「楽天株式
会社支店」を「楽天株式会社市場」内
に開設  
    
 10 月 「楽天株式会社あんしんショッ
ピングサービス」を開始  
2008年 
 2 月 統一超商と合弁で台湾楽天株式会社市
場股分有限公司を設立 
  
  ルクセンブルグに「楽天株式会社ヨーロッパ」   
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を設立  
   3 月 株式会社ドリコムと資本・業務提携    
  
 4 月 株式会社プロヴィデンスからのアドネ
ットワーク事業譲受  
  
http://corp.rakuten.co.jp/company/history02.htmlより 
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謝辞 
 ダイレクトマーケティング戦略モジュールの後援である株式会社ユーキャン、そして品
川恵保会長にこの 2年間素晴らしい環境で社会人学生としての研究をさせていただいたこ
とにまずは御礼を申し上げたい。 
そして、亀井昭宏教授、副査の武井寿教授、ルディー和子客員教授、そして当モジュー
ルの専門科目を担当された先生方、柿尾理事始め JADMA の皆様、またご自身の研究の合間
を縫って様々なアドバイスを下さった亀井ゼミ博士課程の皆様のおかげで本稿を書き上げ
ることが出来たことは、いくら感謝をしても足りないと感じている。 
 我々社会人学生は、夜間の短い時間や土日に授業を受け、課題を提出しながら並行して
専門職学位論文を書き上げていくという時間的に非常に厳しい条件で学位を取得する必要
がある。当然、学生だからといって会社員としての責務を放棄するわけには行かない。時
に卒業延期が頭を過ぎりながらもなんとかここまでやってこれたのは、ひとえに夜間 MBA
コースの仲間の励ましあいにあったと感じている。特に亀井ゼミはダイレクトマーケティ
ングという限定された研究カテゴリーでなおかつ第 1期生ということもあり、ゼミ同期生
は私を含めてわずか 2人であった。もう一人のゼミ生である諸吉氏はじめ、社会人になっ
てこれほどまでに励ましあう仲間の大切さを実感するとは入学当初には考えても見なかっ
た。この早稲田大学商学研究科夜間 MBAコースに在籍し研究を行うことができたのは本当
に幸いなことであった。最後の最後、論文が書きあがらなくて四苦八苦していたときに「と
にかくキーボードをたたけ、書け、書いて書いて書きまくれ」という同期生のメールに奮
起し、最後の仕上げに持っていくことが出来たのはこれを書いているわずか数日前のエピ
ソードである。本当にぎりぎりまで励ましをもらい、時間と戦いながらの論文作成であっ
た。 
 この学び舎で研究を行った成果を糧に、再び「普通の」社会人として社会に貢献してい
くことになる。2年前の自分とは大きく違う姿で新たな出発をしたいと思う。 
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